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小項目１  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

企業支援ネットワークの中心的機関として、研究開発、技術支援、事業化支援、人材育成、連携交流の５本の柱で、基礎研究から事業化までの一連の支援に取り組むことにより、県内産業と科学技術

の振興及び豊かで質の高い県民生活の実現を図る。 

１ 新たな成長産業の創出と社会課題の解決に向けた研究開発 

社会の在り方に大きな影響を及ぼす先端技術が、今後多様な産業や社会生活に急速に浸透する。併せて、カーボンニュートラルの実現に向けて、モビリティの電動化や再生可能エネルギーの普及が

加速するとともに、サーキュラーエコノミーに向けた経済活動のパラダイムシフトが見込まれる。こうした Society 5.0 やＳＤＧｓの取組における中核的な技術をはじめとして、持続可能な健康長寿
社会の実現に資するライフサイエンス分野など、様々な社会課題の解決や県民生活の向上につながる研究の開発を推進する。 

また、基礎研究、応用研究、実用化研究に切れ目なく取り組み、知的財産を創出するとともに、その研究シーズを企業等の新技術や新サービスの開発に結びつける。 

スタートアップやベンチャー企業の創出を推進し、県内産業の新陳代謝を促すことで、新たな成長産業の創出と、イノベーション・エコシステムの構築に取り組む。さらには、創出したベンチャー
企業に対する出資を目指す。 

一方、県内企業等が直面する事業環境の急速な変化に対応するため、将来的に不可欠となる技能のデジタル化やデータ活用、先端技術における重要部素材の開発など、新たな基盤的課題への研究に

取り組む。 

特に、ライフサイエンス分野における有望技術について、事実上の国際標準となり得る評価法の開発研究を推進し、企業等の新たな技術や製品の信頼性の向上を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき
措置 

 

１ 新たな成長産業を創出する研
究開発 

神奈川県が中心となって進める
「京浜臨海部ライフイノベーショ
ン国際戦略総合特区」と「さがみ

ロボット産業特区」を両輪とした
新市場・新産業の創出につなげる
研究開発を重点的に実施する。 

大学等の有望な研究シーズを企業
等への技術移転などにつなげる
「プロジェクト研究」、Society 5.0

やＳＤＧｓ等の開発ニーズへの支
援充実を図る「重点課題研究」を
行うことにより、大学等の研究シ

ーズと企業等の開発ニーズの双方
向から研究成果の社会実装を図っ
ていく。研究分野としては、ライ

フサイエンス、エネルギー、環
境、新素材、ロボット、生産技術
等を重視して取り組む。 

特に、ライフサイエンス分野の
研究については、第一期中期計画
期間に開発した抗菌・抗ウイルス

や食品分野に対する評価法におけ
る知見を活かし、新たに創薬や新
規医療のための物質や細胞等の有

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 

１ 新たな成長産業を創出する
研究開発 

大学等の有望な研究シーズを
育成し企業等への技術移転につ
なげる「プロジェクト研究」

や、県の施策（脱炭素社会実現
に向けた取組など）に密接に連
係し、Society 5.0 やＳＤＧｓ等

の将来的な社会的課題に対応す
る「重点課題研究」を推進し、
研究シーズと開発ニーズの双方

向から研究成果の創出とその社
会還元に取り組む。研究分野と
しては、Society 5.0 が目指す社

会の実現やＳＤＧｓに貢献する
産業界を支えるべく、ライフサ
イエンス、エネルギー、環境、

新素材、ロボット、生産技術等
を重視する。 

特に、ライフサイエンス分野

の研究及び脱炭素社会実現に向
けた研究開発を強化する。 

また、産業界の新たな成長分

野を創出していくために、研究
成果の活用を目指して設立され
たＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー企

 

 

 

 

 

１ 新技術や新製品の開発を促進する研究
開発 

大学等の有望な研究シーズを育成し企業
等への技術移転につなげる「プロジェクト
研究」（３段階ゲートステージ方式 17件、

次世代ライフサイエンス技術開発１件）に
加えて、「重点課題研究」として県の施策
である脱炭素社会実現に向けた取組と連携

した「脱炭素化対策事業」４件（プロジェ
クト研究２件を含む）、及び追加の政策課
題受託研究１件の合計 21 件の研究テーマ

を推進し、研究成果の創出とその社会還元
に取り組んだ。 

特に、脱炭素化関連事業については、大

学発の研究テーマをＫＩＳＴＥＣ技術部や
企業等との共同研究により事業化へ結びつ
ける取組を開始した。さらに追加テーマと

して「マイクロ流体化学プラント開発」プ
ロジェクトを大手企業と共同し新たに立ち
上げた。 

有望シーズ展開事業の２つのプロジェク
トから、国立研究開発法人科学技術振興機
構（ＪＳＴ）のカーボンニュートラルの実

現に向けた「革新的ＧＸ技術創出事業」
（ＧｔｅＸ）に採択された。 

ライフサイエンス分野では、再生医療等

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

大学等の有望な研究シーズを育成
し企業等への技術移転につなげる
「プロジェクト研究」や、県の施策

（脱炭素社会実現に向けた取組な
ど）と密接に連携し、社会的課題に
対応する「脱炭素化対策事業」を

「重点課題研究」として推進し、研
究シーズと開発ニーズの双方向から
研究成果の創出とその社会還元に取

り組んだ。 

特に、ＪＳＴのＧｔｅＸでは、遺
伝子編集技術等を用いた高効率生産

など「バイオものづくり」の枠組み
で採択されており、ライフサイエン
ス系プロジェクトがグリーンイノベ

ーションとして脱炭素につながる取
組に展開したことを評価する。 

「マイクロ流体化学プラント開

発」プロジェクトは、以前にシーズ
から育成した基礎研究成果を大手企
業の新規事業として展開している。

開発過程で装置開発の一部を県内企
業が開発受託することで、中小企業
によるバリューチェーンを構築し、

新産業を創出する新たな取組を開始

S 

 

 

S 年度計画に記載された事項を

着実に実施し、数値目標６項目

のうち、３項目において、大幅

に上回って達成した。 

 また、「マイクロ流体化学プ

ラント開発」プロジェクトは、

以前にシーズから育成した基礎

研究成果を大手企業の新規事業

として展開し、新産業を創出す

る新たな取組を開始したため、

高い実績を実現している。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする 
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用性を評価するスクリーニング手
法の開発等への展開を図ってい

く。 

また、研究成果の活用を目指す
ベンチャーの創出を支援し、研究

開発資源の好循環によるイノベー
ション・エコシステムの構築に取
り組む。 

【成果創出実績件数 】 

中期計画期間中 2,605件 

【成果普及実績件数 】 

中期計画期間中 408 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) プロジェクト研究 

大学等の有望な研究シーズを育
成し、社会課題の解決や県民生活
の向上に役立てるプロジェクト研

究を推進するため、３段階ステー
ジゲート方式（※１）に沿って、
長期間にわたる研究の運営管理を

適切に行う。 

また、京浜臨海部ライフイノベ
ーション国際戦略総合特区におい

て蓄積したプロジェクト研究基盤
を活かして、未病改善や未知のウ
イルスに関連した新製品に対する

新たな評価法開発研究（※２）を
推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ３段階ステージゲート方式 

研究シーズに着目し、下記ア、
イ、ウに記載した段階を踏んで、

目的基礎研究から応用開発・事業
化まで一貫した研究開発を推進す
る産学公連携モデル。 

 

業の活動も支援していく。 

 

 

 

 

 

 

 

【成果創出実績件数】 

令和５年度中 516件 

【成果普及実績件数】 

令和５年度中 80件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) プロジェクト研究 

・ 大学等の有望な研究シーズを
育成し、社会課題解決や県民生
活の向上に役立てるプロジェク

ト研究を推進する。 

・３段階ステージゲート方式
（※１）に沿って、新規テーマ

の募集から、ステップアップま
で、適切な研究テーマの公募・
採択、進捗管理を行う。 

・ 研究成果をＫＩＳＴＥＣのコ
ア技術として活用していくた
め、研究シーズ段階から技術部

との連携を図る。 

・ 殿町地区において蓄積してき
たライフサイエンス研究基盤を

活かして、抗菌・抗ウイルスや
未病改善、創薬・再生医療・細
胞医療等に対応した製品を評価

するライフサイエンス系評価法
開発研究（※２）に取り組む。 

 

※１ ３段階ステージゲート方
式 

ア  戦略的研究シーズ育成事業

（第１段階） 

・ 令和４年度戦略的研究シーズ
育成事業（第１ステージ）とし

て採択し、令和５年度も継続し

製品の品質評価に資する手法の開発を継続
して実施した。 

また、研究成果の活用を目指すベンチャ
ー企業の活動を継続支援し、支援先のベン
チャー企業から支援対価として新株予約権

を取得した。 

 

 

【成果創出実績件数】 

令和５年度中 740件 

【成果普及実績件数】 

令和５年度中 113件 

 

〔成果創出実績件数 内訳〕 

【学会発表等件数】501件 

【論文等掲載件数】203件 

【特許等出願件数】34件 

【評価新規メニュー数】２件 

〔成果普及実績件数 〕 

【橋渡しに係る共同研究等件数】111 件 

【ライセンス契約等件数】２件 

 

(1) プロジェクト研究 

・プロジェクト研究を実施することで、有
望なシーズを育成し、社会課題の解決や
県民生活の向上に役立てた。 

 

・３段階ステージゲート方式に従い、新規
研究テーマの公募・採択を行うととも

に、４件の研究課題評価を行い、適切な
研究の運営管理を行った。 

 

・脱炭素化対策事業にて、ＫＩＳＴＥＣ技
術部と連携して研究開発に取組んだ。 

 

 

・殿町支所を中心に、ライフサイエンス系
評価法開発の研究に取組み、抗かび性能

評価試験サービスを新たに開始した。 

 

 

 

 

 

※１ ３段階ステージゲート方式 

 

ア 戦略的研究シーズ育成事業（第１段

階） 

・計画のとおり、引き続き①～③について
研究支援を行った。①では、未知を知る

確率的ＡＩチップを搭載して開発した手

したことを評価する。 

研究成果の 普及を目的とし 、研究

成果のサンプルを企業に有償で３件
提供した。 

 

【課題】 

プロジェクトごとに異なる研究成

果の社会実装に向けて、多様な個別

の取組を実施するためには、業務を

効率化し、限りある人的リソースを

効果的に用いることが引き続き課題

となっている。 

また、県の重点分野である、「エ

ネルギー／脱炭素、最先端医療」の

課題に対応するため、脱炭素化対策

事業やライフサイエンス分野の研究

開発についても、引き続き強化して

いく。 
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ア 戦略的研究シーズ育成事業
（第１段階） 

県の科学技術政策や産業振興政
策に沿った研究テーマを公募し、
研究シーズを育成する目的基礎研

究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 有望シーズ展開事業（第２段
階） 

前ステージの研究プロジェクト

の中から、共同研究や特許の取得
状況など成功の目途が得られたも
のについて、実用化に向けた応用

開発研究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て実施する以下の研究テーマに
ついて、次年度のステージアッ

プに向けた審査を行い、有望と
思われた事業について継続して
支援を行う。 

① 未知を知る確率的ＡＩチップ
の開発 

② 高重力場における３Ｄプリン

タの超高機能化の研究 

③ 非破壊画像検査用スマートシ
ートの創出 

・ 令和５年度戦略的研究シーズ
育成事業として地域の社会課題
解決への貢献度や事業化を意識

して採択した以下の研究テーマ
について研究支援を行う。 

④ （新規）徐脈性不整脈の革新

的細胞移植治療開発 

⑤ （新規）Beyond５Ｇ対応の
セルロースナノファイバー製電

子基材の創製 

⑥ （新規）光ファイバーベース
高感度テラヘルツオシロスコー

プの実現 

⑦ （新規・脱炭素技術枠）無機
導電材料のインシリコ設計・探

索と創製 

⑧ （新規・脱炭素技術枠）省電
力化に貢献する３Ｄ半導体集積

技術 

・  令和５年度実施テーマのう
ち、県の施策との連動性や応用

展開の可能性を評価して、１件
程度、第２段階にステップアッ
プさせる。 

イ 有望シーズ展開事業（第２
段階） 

・ 下記の研究テーマについて、

実用化に向けた応用研究を実施
する（第２ステージ）。令和４
年度に戦略的研究シーズ育成事

業で実施した「ゲノム構築技術
による創薬研究基盤の開発」を
ステージアップした、「次世代

合成生物基盤構築」を新規テー
マとして実施する。 

① 再生毛髪の大量調製革新技術

開発 

② 超分子ペプチドを用いた脳梗
塞の再生医療 

③ 光スイッチ医療創出 

法の実証に重点を置き、筋電義手の制御
等を提案して社会実装の足がかりをつか

むなどの知見を得た。②では、樹脂材料
を造形して評価し、層間の接着強度が向
上することを実証するなどの知見を得

た。③では、カーボンナノチューブ膜を
用いた折り曲げ可能シート状カメラの開
発に向け、対象物を破壊することなく内

部を観察する画像化手法等を開発した。 

・計画のとおり、３件の研究テーマ④～⑥
について新たに研究支援を開始した。④

については、機械埋込型ペースメーカー
に代わる、ヒトｉＰＳ細胞から作製した
ペースメーカー細胞の分離培養法を確立

した。また、⑤では、セルロースナノフ
ァイバーの表面化学構造等の因子が電子
デバイスで重要な物性（熱伝導性、誘電

特性）に影響を及ぼすことを確認した。
⑥では、高感度に実サンプルに対してテ
ラヘルツ波形計測が可能であることを実

証した。 

・新たに脱炭素技術枠として２件のテーマ
を開始した。⑦では、では、新たな電

子・光電子デバイスの電極材料に用いる
無機導電材料の特性を高精度かつ高速に
予測するための理論計算・機械学習手法

の開発を進め、材料表面の電子構造の予
測を大幅に効率化した。⑧では、直径
300ｍｍの直接接合ウエハの長期信頼性

評価に取組み、耐久性を評価した。 

・県の施策との連動性や応用課題の可能性
等を評価して、③を第２段階にステップ

アップさせることとした。 

 

 

イ 有望シーズ展開事業（第２段階） 

・計画のとおり、３件の研究テーマ①～③
について研究支援を実施した。①では、

新たに毛包原基をマイクロ流体デバイス
により大量調製する新規手法を開発し
た。また、育毛剤の新規候補物質として

オキシトシンを見出すなどの成果を得
た。②では、これまでより更に臨床応用
に適した超分子ペプチド、組織培養に適

した超分子ペプチドの開発にそれぞれ成
功した。③では医薬品として治療効果を
発揮するタンパク質を極めて効率よく活

性化できる新たな光スイッチタンパク質
システムを開発するなどの成果を得た。
ＪＳＴのＧｔｅＸ事業に採択され、バイ

オものづくり研究（微生物）に参画し
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ウ 実用化実証事業（第３段階） 

前ステージの研究プロジェクト

の中から、企業等との共同研究や
外部資金の獲得状況など、早期実
用化の可能性が高いものについ

て、企業等との共同研究の実施、
提案公募型の競争的資金の活用等
により、企業への技術移転、事業

化等の成果展開を図る実用化研究
を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ライフサイエンス評価法開
発研究事業 

神奈川県のライフサイエンス研

究の中心である殿町を軸として、
先進的技術や創薬のための評価法
を開発研究し、新規技術の信頼

性・安定性等の基盤確立に貢献す

④ （新規）次世代合成生物基盤
構築 

・  令和５年度実施テーマのう
ち、県の施策との連動性や応用
展開の可能性を評価して、１件

程度、第２段階にステップアッ
プさせる。 

 

 

ウ 実用化実証事業（第３段
階） 

・ 下記の研究テーマについて、
提案公募型の競争的資金の活用
等により成果展開を図る実用化

研究を実施する（第３ステー
ジ）。令和４年度に有望シーズ展
開プロジェクト事業で実施した

「次世代機能性酸化物材料」と
「貼るだけ人工膵臓」をステッ
プアップさせた「次世代半導体

用エコマテリアル」と「貼るだ
け人工膵臓」を実施する。 

① 人工細胞膜システム 

② 次世代医療福祉ロボット 

③ 腸内環境デザイン 

④ （新規）次世代半導体用エコ

マテリアル 

⑤ （新規）貼るだけ人工膵臓 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ライフサイエンス評価法
開発研究事業 

・「次世代ライフサイエンス技術

開発」プロジェクトとして、研
究成果の社会還元をめざし、先
進的技術や創薬のためのスクリ

ーニング技術や評価法を開発研

た。戦略的研究シーズ育成事業からステ
ップアップした④では、癌モデルｉＰＳ

細胞ライブラリーの構築を進めるなどの
成果を得た。③同様にＧｔｅＸ事業に採
択され、バイオものづくり研究（植物）

に参画した。 

・実用化に向けた進捗状況等を考慮して、
①をステップアップさせることを決定し

た。 

ウ 実用化実証事業（第３段階） 

・左記の計画のとおり、５テーマを実施

し、下記の結果が得られた。 

①ＪＳＴ戦略的創造研究推進事業（ＣＲＥ
ＳＴ）において人工細胞膜の匂いセンサ

応用に関する研究を進めたほか、創薬ス
クリーニングシステムのデータ品質・取
得効率を向上させる技術の開発を行っ

た。 

② （国研）日本医療研究開発機構（ＡＭ
ＥＤ）の採択プロジェクトを継続し、力

触覚を有する整形外科用骨ドリルの試作
開発を実施したほか、力触覚鑷子を用い
た環境情報推定手法の開発を行った。 

③ＪＳＴ 戦略的創造研究推進事業 総括
実施型研究（ＥＲＡＴＯ）を継続し腸内
細菌による宿主の食生活への適応を明ら

かにしたほか、免疫性を高める腸内細菌
の一つを見出すなど、腸内環境制御基盤
技術の構築に向けて研究を進めた。 

④中小企業庁成長型中小企業等研究開発支
援事業（Ｇｏ-Ｔｅｃｈ）やＣＲＥＳＴの
支援を受け、負熱膨張材料の微粒子の合

成等を行い、製法の更なる改善や動作温
度範囲の拡大を行った。また、超低消費
電力磁気メモリ材料の開発においては、

デバイス化に向けて電子技術部と共同で
開発した微細加工技術特許出願を行っ
た。 

⑤ＡＭＥＤの令和５年度「医工連携イノベ
ーション推進事業」に採択され、企業等
と共同で実用化・事業化に向けて、ヒト

用マイクロニードルの開発・評価を行
い、予備的安全性試験を完了した。 

 

※２ ライフサイエンス評価法開発研究事
業 

・「次世代ライフサイエンス技術開発」プ

ロジェクトとして、研究成果の社会還元を
めざし、先進的技術や創薬のためのスクリ
ーニング技術や評価法の開発研究を行っ

た。抗かび性能評価試験サービスを新たに
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る。同時に、大学や企業、県内外
の優れた評価法を探索し、ライフ

サイエンスに関する評価法及び技
術情報を殿町に集積する。 

 

 

 

 

 

 

(2) 重点課題研究 

第一期中期計画期間に整備した
ローカル５Ｇ等無線通信環境を活
用し、通信分野等に関連する技術

や、県内中小企業等の生産性向上
等につながる研究開発に、大学や
企業等との共同研究や競争的資金

等を活用して取り組む。特に、さ
がみロボット産業特区で実施する
実証試験で課題となっている通信

面のトラブル解決支援の強化につ
なげる。 

また、自動車産業におけるＥＶ

シフト等、産業構造の転換に直面
する県内中小企業等を支援するた
め、高強度軽量材料の開発支援な

ど、企業の既存事業の高付加価値
化、新事業の展開につながる新た
な製品やサービス、技術の開発を

重点的に推進する。 

 

究する。研究テーマとしては、
これまでの予防感染症評価、未

病改善評価に加えて、創薬・再
生医療・細胞医療評価に取り組
む。 

・ 県内外のライフサイエンスに
関する評価法および技術情報を
探索し、関連情報を集積する。 

 

 

(2) 重点課題研究 

・ 大学等の研究シーズとＫＩＳ
ＴＥＣで実施する研究課題を融
合して共同で新技術や新製品の

開発を促進し、県の政策課題で
ある脱炭素社会の実現に貢献す
る。もってＫＩＳＴＥＣの将来

の強みとなる技術シーズと人材
を育成する。 

・ 脱炭素化に資する新たな技術

のシーズ育成として採択した以
下の研究テーマについて研究支
援を行う。 

A. 無機導電材料のインシリコ設
計・探索と創製（再掲） 

B. 省電力化に貢献する 3D 半導

体集積技術（再掲） 

また、技術の実用化に向けた
以下の応用研究を実施する。 

C. 水素社会に向けたエネルギー
キャリア開発 

さらに、技術の事業化・実用

化支援に向けた以下の共同開発
を実施する。 

D. マイクロ流体デバイス用送液

ポンプ開発 

開始した（再掲）ほか、血管新生を促進す
る間葉系幹細胞集団の特性に関わる分子マ

ーカー及びｉＰＳ細胞の神経分化に関わる
分子マーカーを明らかにした。 

 

・経済産業省「再生・細胞医療・遺伝子治
療の社会実装に向けた環境整備事業補助
金」により機器整備等を行い、細胞医療等

加工製品評価法開発の基盤整備を進めた。 

 

(2)  重点課題研究 

・計画のとおり４テーマについて、研究支
援を実施した。 

A.新たな電子・光電子デバイスの電極材料

に用いる無機導電材料の特性を高精度か
つ高速に予測するための理論計算・機械
学習手法の開発を進め 、材料表面の電子

構造の予測を大幅に効率化した（再掲）。 

B.直径 300ｍｍの直接接合ウエハの長期信
頼性評価に取組み、耐久性を評価した。

（再掲） 

C. 新規水素キャリアの有機ケイ素化合物
を用いた燃料電池システムを開発し、水

素発生・直接発電を達成し、成果を特許
出願した。 

D. マイクロ流体デバイス用送液ポンプの

評価法開発のため、電子技術部を中心と
して研究を進め、微小流量評価系を構築
した。 

・県の政策課題として脱炭素社会の実現に
資するため、脱炭素化関連事業につい
て、ＫＩＳＴＥＣ技術部が協働により事

業化へ結びつける体制を整えるなど、重
点的に推進した。 

・また、脱炭素化に資する製品化を目指し

た政策課題受託研究（追加）「マイクロ流
体化学プラント開発」を大手企業と共同
し新たに立ち上げた。 
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小項目２ 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

２ 県内企業等の競争力の強化を図る技術支援 

中小企業等が単独では解決できない技術的課題や製品開発等に対して、技術やノウハウを活用した最適な支援を提供することにより、県内企業等の競争力の強化を図り、さらには事業環境の変化へ
の適応を促していく。 

特に、県内中小企業等が抱える潜在的な課題や、将来必要となる技術等を想定し、能動的な解決提案を行うことにより、企業の技術力の向上、競争力の強化を支援する。 

さらに、生産技術の改善や製品開発を支援するために、迅速で精度の高い試験計測の提供に努めるとともに、試験計測サービスのデジタル化や、そのデータを活用した新たなサービスの導入に取り
組む。 

また、オンラインによる相談体制の構築を進め、相談内容のデジタル化、そのデータを活用した新しい支援サービスの開発を目指す。併せて、利用者への遠隔支援や人工知能等を活用した問合せ対
応についても検討を進め、サービス力向上と業務省力化の両立の実現に努める。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

自己 
点数 

評価 
点数 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関する
目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

２ 県内企業の競争力の強化を図る
技術支援 

製品開発に伴う性能評価や品質確
認、トラブル発生時の原因究明等、
企業が抱える技術的な課題に対し

て、保有する技術・ノウハウを駆使
し、最適な支援を実施する。具体的
には、信頼性の高い試験・分析デー

タを提供する試験計測、人材や設備
などを活用した技術開発において、
デジタル化とワンストップ支援の体

制構築を進める。さらに、特徴ある
保有設備の仕様や技術支援事例を積
極的に公開するなど、県内中小企業

等の利用を促すことにより、企業の
社会変革への適応や潜在的な課題解
決を推進する。 

 

 

 

 

【新規利用者件数】 

中期計画期間中 5,100件 

【技術支援件数】 

中期計画期間中 33,400件 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

２ 県内企業が直面する技術的
課題を解決する技術支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規利用者件数】 

令和５年度中 1,000 件 

【技術支援件数】 

令和５年度中 6,614 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 県内企業が直面する技術的課題を
解決する技術支援 

県内企業の競争力の強化を図ること
を目的として、技術支援を実施するこ
とで、県内企業が抱える技術的な課題

の解決を推進した。 

コロナ禍を経て活用が進んだオンラ
インによる技術相談を継続しつつ、ワ

ンストップ支援に適したＷｅｂ会議シ
ステムの活用を推進するとともに、技
術支援専用サイトの技術情報を充実さ

せるなど、情報提供やサービス向上に
努め、利用者の拡大に取り組んだ。ま
た、整備する機器の適正な管理を行

い、要請に応じた技術支援を着実に実
施した。 

指標とした新規利用者件数及び技術

支援件数について、令和４年度並みの
実績（前年度比 95.4％、100.5％）と
なった。 

 

【新規利用者件数】 

令和５年度中 1,400 件 

【技術支援件数】 

令和５年度中 5,473 件 

 

〔技術支援件数 内訳〕 

【試験計測実施件数】5,279 件 

【技術開発受託件数】194件 

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

オンライン技術相談への対応を継続

しつつ、組織横断的なワンストップ支
援に有用なＷｅｂ会議システムの活用
を推進し、利用者並びに支援担当者双

方の利便性向上に取り組むとともに、
積極的な技術情報の発信に努めたこと
で、新規顧客獲得につながった。ま

た、県内中小製造業の多くが、原材料
費の高騰、円安などにより業況改善が
足踏み状態にある中、利便性向上や情

報発信に積極的に取り組んだが、技術
支援件数については令和４年度並みの
実績に留まった。 

 

【課題】 

技術支援件数が令和４年度に引き続

き目標の約８割に留まってしまったこ
とが課題である。目標達成に向けて、
コロナ禍を経て活動形態が変化した地

域工業団体等へのアピールを推進する
とともに、継続して事業Ｗｅｂサイト
の刷新に取り組み、サイトを通じて寄

せられる技術相談と利用者データ管理
及び支援業務管理の統合システム（以
下、「ＵＲＭ」）との連携を図るなど、

支援業務のＤＸによる効率化が必要で
ある。 

A A 原材料費の高騰、円安などの

影響により、試験計測実施件数

は約 80％に留まったが、Ｗｅｂ

会議システムの活用を推進する

とともに、技術支援専用サイト

の技術情報を充実させるなど、

情報提供やサービス向上に努め

たことで、多くの新規利用者を

獲得し、数値目標の水準を大幅

に上回って達成した。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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(1) 技術相談 

情報通信技術を活用し、オンライ
ンによる相談体制を定着させること
で、ワンストップの企業支援並びに

遠隔での企業支援に取り組み、利用
者の利便性向上を図る。また、利用
履歴等の利用者データ管理システム

を導入し、サービス品質や業務効率
の改善を図るとともに、そのデータ
を活用した新しい支援サービスの導

入に取り組む。 

さらに、利用者に対し技術情報を
定期的に提供し、企業が抱える課題

の顕在化に貢献することで、継続的
なサービス利用につなげていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 試験計測・技術開発 

デジタル技術を活用した新たな受
付システム、技術支援サービスなど

を導入し、利用者が来所する必要の
ない支援サービスの充実に取り組
む。例えば、試験計測における画像

データのインターネットを介した提
供や、デジタル技術を活用した問合
せ対応など、効率化や利便性の向上

につながる技術支援サービスの検証
を進め、遠隔支援サービスを構築す
る。 

また、試験計測・技術開発の利用
者を拡大するため、利用者の課題に
対し、ワンストップで最適な試験・

分析法を提案・提供する能動的な解
決策提案型の技術支援を進める。こ
の取組では、技術的な課題と試験計

測・技術開発による解決策をデータ
ベースとして管理、活用することに
より、新たなサービスの提供や利用

者の満足度向上につなげていく。 

加えて、試験・分析データの信頼
性などの品質システムの充実を図る

とともに支援メニューの定期的なス

 

(1) 技術相談 

・ Ｗｅｂ会議等の活用によりオ
ンラインによる技術相談体制の
定着を目指す。 

・ 担当者間で相談内容を共有す
ることにより、複数分野にまた
がる課題や境界分野に対し、確

実に対応する。 

・ 利用企業が抱える潜在的な技
術課題の顕在化を図るため、企

業の利用実績等に基づき、関連
する技術情報を提供する。 

 

 

 

 

 

・ （公財）神奈川産業振興セン
ター等、外部機関との連携によ

り、利用者の拡大に取り組む。 

 

 

 

 

 

(2) 試験計測・技術開発 

・ 試験計測と技術開発受託の手
続きの改善検討を継続し、来所

回数の低減等、さらなる効率化
を図る。 

 

 

 

 

 

・ インターネットを介した試験
計測における画像データ等を提

供するなど、利用者の利便性を
向上させるため、ワンストップ
による技術支援サービスの提供

等を実施する上での課題解決を
進める。 

・ 具体的な技術課題と解決策の

事例をデータベースとして蓄積
して所内で共有することによ
り、課題解決に役立てる。 

・ 試験計測機器の保守・更新、
校正管理を適切に実施し、試験
結果の信頼性の向上、維持に努

める。 

 

(1) 技術相談 

・総合相談室のモニタ増設等を進め、
Ｗｅｂ会議等を活用したオンライン
技術相談体制が定着した。 

・複数の担当者でワンストップ相談チ
ームの体制構築を試み、分野をまた
がる課題へ確実に対応した。 

 

・利用企業が抱える潜在的な技術課題
の顕在化を図るため、利用実績等に

基づいて、関連する技術情報を企業
に提供した。 

・ＵＲＭの要件定義を定め、紙出力に

依存する既存システムから、技術相
談や試験計測等の手続きを一元管理
に切り替え、業務効率向上を図るた

めのシステムの仕様を確定した。 

・公益財団法人神奈川産業振興センタ
ー（以下、「ＫＩＰ」）の「神奈川県

自動車サプライヤー協議会」に参画
するなど、外部機関との積極的な連
携に取組み、産業構造の変革が進む

自動車産業分野からの技術相談につ
ながった。 

 

(2) 試験計測・技術開発 

・メール等での試験計測申込手続き方
法を整えて利用者の利便性向上を図

るなど、さらなる効率化を進めた。 

・ＵＲＭの要件定義を定め、紙出力に
依存する既存システムから、技術相

談や試験計測等の手続きを一元管理
に切り替え、業務効率向上を図るた
めのシステムの仕様を確定した。（再

掲） 

・ワンストップ支援に適したＷｅｂ会
議システムの活用を推進するととも

に、インターネットを介した電子顕
微鏡画像データ等の提供など、利便
性向上に繋がるサービス提供方法の

検討を継続したが、コロナ禍の終息
とともに来所支援へと移行した。 

・蓄積する事例データを共有するＷｅ

ｂ会議システムの活用を推進し、利
用者が抱える課題の解決に役立て
た。 

・機器整備計画に基づき、公益財団法
人ＪＫＡ（以下、「ＪＫＡ」）「公設工
業試験研究所等における機械設備拡

充補助事業」を活用してガス・水蒸
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クラップ・アンド・ビルドを行い、
計画的に利用者のニーズを踏まえた

設備機器を整備する。 

 

 

 

 

 

・ 試験計測メニューのスクラッ

プ・アンド・ビルドを推進し、
産業界のニーズに適合するよう
努める。 

・ 新規導入機器やデジタル技術
の活用について、ホームページ
等により広く情報提供すること

で、利用を促進し、技術支援件
数の増加を図る。 

気透過度測定装置や金属顕微鏡及び
画像処理システムを導入するととも

に、県交付金により高出力高精細Ｘ
線ＣＴ装置を導入した。 

・試験計測機器の保守・校正・更新を

適切に実施した。 

・試験計測項目を適切に見直し、適宜
改定した（新設 15 件、削除 37 件）。  

・技術支援専用サイトに、新規機器
（５台）や分析事例（14 件）を追加
掲載して広く情報提供し、利用を促

進した。 

・新規利用者件数は 1,400 件（前年度
比 95.4%）であった。 

・技術支援件数は 5,473 件（前年度比
100.5%）であった。試験計測は前年
度から 15 件増（同 100.3%）、技術開

発受託は同 13 件増（同 107.2%）と
なった。 

・試験計測利用者 1,418 人に行ったア

ンケート（回答数 277 件）では、事
務手続きや試験内容等の全４項目で
97%以上が満足であるとの回答であ

った。 
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小項目 3  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

３ 県内企業等の製品及びサービスの開発並びにその事業化に係る支援 

県内企業等の新たな製品やサービスの開発において、企画開発から技術・デザイン・販路開拓、知的財産権の活用まで、一貫した支援を総合的に行うことにより、その事業化を促進する。また、
県内企業等が急速な産業構造の変化に適応できるように、成長分野への事業転換を支援する。特に、データ・デジタル技術・ＩＣＴを活用した支援体制を構築することにより、県内企業等のＤＸへ

の適応を推進し、新たな価値を生み出す事業の創出を促進する。 

一方、研究開発分野における評価法の開発については、事業化できる新たなサービスを生み出していくとともに、既に事業化している抗菌・抗ウイルス評価は、社会的な要請に応えられるよう、
評価体制のさらなる強化を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき

措置 

 （略） 

 

３ 県内企業等の製品及びサービ
スの開発並びにそれらの事業化に
係る支援 

県内企業等による新製品開発等
の事業化を支援するため、初期の
企画段階からデザイナー等の外部

専門家と連携し、開発の各段階に
応じた総合的な一貫支援を実施し
て、競争力の高い製品・サービス

の創出に貢献する。 

特に、デジタル技術や無線通信
技術、高度先端設備等を活用した

製品開発支援や、独自技術やノウ
ハウを活用した評価法による課題
解決などに重点的に取り組み、企

業の事業化を促進する。 

 

【製品化事業化支援実績件数】 

中期計画期間中 165 件 

【デジタル技術支援件数】 

中期計画期間中 40 件 

 

(1) 開発の各段階に応じた総合的
な一貫支援 

県内企業等における新たな製品
の開発において、アイデア、概念
などの初期段階からデザイナーや

弁理士等を含めた外部専門家の活
用を促す。 

また、試作段階では、試作加工

第１ 住民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと

るべき措置 

 （略） 

 

３ 県内企業等の製品及びサー
ビスの開発並びにそれらの事業
化に係る支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【製品化事業化支援実績件数】 

令和５年度中 32件 

 

 

 

(1) 開発の各段階に応じた総合
的な一貫支援 

・ 中小企業等の新たな製品開発
における、アイデア・概念など
の初期段階から、事業計画の立

案及び実施について、新たなイ
ノベーション創出に資する伴走
支援を実施する。 

第１ 住民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 （略） 

 

 

３ 県内企業等の製品及びサービスの開
発並びにそれらの事業化に係る支援 

次世代事業創出デザイン支援事業によ

り２件の製品化を支援したほか、製品
化・事業化支援事業等により、企業の開
発段階に応じて、技術支援や知財支援を

含めた幅広い支援メニューを用いて、総
合的な一貫支援を実施した。 

指標とした製品化事業化支援実績件数

について、令和４年度並みの実績（前年
度比 100％）となった。 

 

 

 

 

 

 

【製品化事業化支援実績件数】 

令和５年度中 63件 

 

 

 

(1) 開発の各段階に応じた総合的な一
貫支援 

・次世代事業創出デザイン支援事業によ
り開発企業とデザイン事業者をマッチ
ングするとともに、ロボット等が活躍

する次世代社会の実現に向けて、商品
コンセプトづくりから試作開発までの
一連の開発活動を総合的に支援した。

  

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

中小企業等の新たな製品開発におけ
る初期のアイデア等の段階から、事業

計画立案、事業化に至るまで、各段階
のニーズに応じた適切な伴走支援を行
い、令和４年度並みの実績を得ること

ができた。 

次世代事業創出デザイン支援事業は
２年目を迎え、一貫した総合支援によ

り新たなビジネスモデル、サービス等
の付加価値創出を支援し、特に、デザ
イン事業者を交える事業の特徴を活か

し、顧客ニーズにマッチした商品企画
等のデザイン支援を実施した。 

その他、多くの事業を通じて企業の

製品化事業化を支援し、高い実績を残
せたことを評価する。 

 

【課題】 

意欲的に製品化や事業化に取り組む
企業を継続的に発掘するために、関係

機関と連携した持続的な掘り起しが必
要である。 

また、付加価値ある新事業の創出を

支援していくため、生成ＡＩ等の新技
術の活用を促すとともに、それらの新
技術の活用による効果や留意すべき点

を明らかにしていく必要がある。 

S S 企業の開発段階に応じて、技

術支援や知財支援を含めた幅広

い支援メニューを用いて、総合

的な一貫支援を実施し、数値目

標の水準を大幅に上回って達成

した。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする。 
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支援、性能評価支援といった技術
支援を実施する。 

加えて、製品化・事業化の段階
では、デザインに関わる商品企画
支援や、展示会等を活用した市場

調査など販路開拓支援、開発企業
の利益や商品価値を守る知財戦略
等のコーディネート、コンサルテ

ィングなどを実施し、開発の各段
階に応じた総合的な一貫支援を行
う。 

特に、さがみロボット産業特区
の取組である生活支援ロボット等
の商品化に向け、開発初期段階か

ら専門家のコーディネートにより
共同研究開発等を促進するととも
に、デザイン面から総合的に支援

する。 

 

 

 

 

・ 製品化開発の初期段階で、試
作加工支援、性能評価支援を行

い、早期に事業性を見極め、製
品化のスピードアップや、成功
率の向上に貢献する支援を行

う。 

 

 

 

 

・ 確かな基礎研究を踏まえた製

品開発を行うための技術支援と
ともに、販路を見据えた商品企
画、ブランディング等に関する

支援や早期商品化に必要な経営
支援等、付加価値の高い売れる
商品を目指した総合支援を行

う。 

・ 次世代を担うロボット等の開
発について、顧客視点でデザイ

ンを活用し、新製品、新サービ
スの新たなビジネスモデルを、
デザイナーや弁理士等外部の専

門家を活用して、次世代事業の
創出を目指す総合支援を行う。 

・ 商品企画、開発に関わるデザ

イン課題に対し、複数のデザイ
ンの専門領域の視点から助言・
提案等の支援を行う。 

・  関係機関や自治体と連携し
て、中小企業等に対する知財相
談を実施する。 

・ セミナー等を通じた知的財産
権に関する情報提供、特許・技
術文献等の調査・活用支援を行

う。 

・ ＫＩＳＴＥＣの研究成果の社
会実装を促進するため、ＫＩＳ

ＴＥＣ発ベンチャーに対する知
財支援を実施する。 

・ 経営・技術・金融の連携を効

果的に活用し、総合的な中小企
業等の支援ならびに製品化・事
業化の支援に取り組む。 

４件の過年度成果を伴走支援し、フォ
ローアップするとともに、新たに２件

の支援を開始した。 

・９件（製品開発室利用課題５件・通所
課題４件）の製品化支援（うち３件が

令和６年度に製品化見込み）と新商品
等の開発を目指す開発段階に応じた事
業化支援を９件（うち２件が製品化

済）実施した。 

・上記の他、過年度事業のフォローアッ
プや試験計測・技術開発受託等を通じ

て、39件の製品化支援（うち11件が製
品化済）を実施した。 

・計３回の出展支援を実施し、14 社

（延べ 18 社）の販路開拓を支援するな
ど、付加価値の高い売れる商品・サー
ビスを目指した総合支援を行った。 

 

 

 

 

・次世代事業創出デザイン支援事業によ
り開発企業とデザイン事業者をマッチ

ングするとともに、ロボット等が活躍
する次世代社会の実現に向けて、商品
コンセプトづくりから試作開発までの

一連の開発活動を総合的に支援した。
（再掲） 

 

 

 

 

・ＩＮＰＩＴ神奈川県知財総合支援窓口
等と連携し、知財相談を19回（35件）
実施した。 

・知的財産権に関する情報提供等を目的
として、関係機関と連携して知財セミ
ナー８回開催した。 

 

・ＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー２社に対し
てＫＩＳＴＥＣ所有特許の実施許諾を

行い、支援を実施した。 

 

・ＫＩＰや金融機関等との連携を有効に

活用し、コロナ禍で中断していた会合
への積極的な参加や施設見学会の勧誘
に取り組むとともに、経営・技術・金

融の連携による県内各地域の中小企業
からの相談に応じるハンズオン支援
（週１回程度）を実施した。 
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小項目４  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

３ 県内企業等の製品及びサービスの開発並びにその事業化に係る支援 

（略） 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

(2)  成長分野への参入支援 

ア デジタル技術支援 

デジタル設計・解析技術、機械
学習技術等を活用したシミュレー
ション等による支援体制を新たに

構築し、企業におけるＤＸ、製品
開発の効率化や新機能を搭載した
製品の開発を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 

(2)  成長分野への参入支援 

ア デジタル技術支援 

・ ＩｏＴや３Ｄ試作・加工技術
等を活用した試作開発の期間短
縮支援、３次元ＣＡＤ／ＣＡＥ

による機械部品の設計・応力解
析の活用等による支援、及び工
場の自動化や効率化へのデジタ

ル技術支援等を活用した効果的
なデジタルものづくりの支援を
行う。 

・ 中小企業等に適した無線通信
技術を実証できる環境を活用
し、無線技術の活用が期待され

る工作機械・ロボット等の支援
モデルを活用したサービスを提
供する。 

 

 

 

・ 製品開発の企画段階における
デジタルデータを用いた試作や
シミュレーション等を行える環

境を活用し、事業化支援を実施
する。 

・ 中小企業等が新たな事業に進

出する上で、早期に実現性や効
果を検証できる概念実証（Ｐｏ
Ｃ）について、ＫＩＳＴＥＣの

ものづくり機能や評価機能を活
用した支援を実施する。 

・ 神奈川県ＩｏＴ推進ラボの参

画機関の一つであるＩｏＴ研究
会を引き続き運営し、ＩｏＴ関

第１ 住民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

（略） 

 

(2)  成長分野への参入支援 

ア デジタル技術支援 

・３Ｄ造形による試作や、３次元ＣＡＤ
／ＣＡＥによるデジタル設計、シミュ
レーションを応用した機械部品等の応

力解析等について、ＫＩＳＴＥＣの技
術支援の特徴を活用して効果的にデジ
タルものづくり支援 22件を実施した。 

 

 

 

・無線通信環境等を活用した共同研究２
件を実施するとともに、県の「県内産
業ＤＸプロジェクト支援事業」の採択

プロジェクト２件へ参画するなど、無
線通信技術の活用が期待される分野を
支援した。また、令和４年の制度改正

により利用可能となり、今後の普及も
見込まれるＷｉ－Ｆｉ ＨａＬｏｗ の通
信環境を導入した。 

・製品開発の企画段階から、３Ｄ造形
による試作やシミュレーション等を支
援し、デジタルものづくり技術により

事業化を支援した。 

 

・概念実証事業と可能性評価支援研究事

業を統合し、ＫＩＳＴＥＣのものづく
り機能等を活かした支援１件を実施し
た。 

 

 

・神奈川県ＩｏＴ推進ラボとして、「Ｃ

ＥＡＴＥＣ 2023」に参加するととも
に、ネットワーク認証試験を継続し、

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

デジタル技術分野については、３Ｄ
造形による試作やシミュレーションな

ど、ＫＩＳＴＥＣの技術支援の特徴を
活かした支援を効果的に実施し、デジ
タルものづくり技術での事業化等を適

切に支援することができた。 

また、事業化促進研究や新たな社会
ニーズに対しても適切に支援すること

ができた。 

 

【課題】 

ア デジタル技術支援 

デジタル人材の不足が今後も続くこ
とが懸念されることから、ＩｏＴ人材

の育成などにおいては、受講者からの
フィードバックをふまえた改善に取組
みながら、継続的に実施していくこと

が必要である。 

また、デジタルデータの有効活用の
一つといえるシミュレーションは製造

業等のデジタル化を促す効果が見込ま
れることから、デジタル技術支援にお
いてシミュレーションのさらなる活用

を促進することが課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S 

 

S 

 
 ３Ｄ造形による試作やシミュ

レーションなど、ＫＩＳＴＥＣ

の技術支援の特徴を活かした支

援を効果的に実施し、数値目標

の水準を大幅に上回って達成し

た。 

 また、ペロブスカイト太陽電

池の性能評価法について、研究

機関等とともに標準化を行い、

実環境における評価法開発にも

取組み、高い実績を実現してい

る。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする。 
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イ 事業化促進研究 

新たな成長産業への参入を目指

す中小企業等の開発ニーズに基づ
く技術分野として、ロボット、Ｉ
ｏＴ、エネルギー、ライフサイエ

ンスなどを設定する。 

これらの分野における中小企業
等の事業化を加速するため、研究

課題を公募し、採択した研究につ
いて、開発ニーズを持つ中小企業
等及び研究シーズを有する大学等

と、ＫＩＳＴＥＣの３者による共
同研究を実施する。 

研究課題の採択においては、ベ

ンチャー創出の視点、Society 5.0

やＳＤＧｓの実現に向けた方向性
を考慮する。 

中小企業等との共同研究におい
ては、研究資源を有効に活用し、
事業化・製品化を促進する。確実

な成果につなげるため、コーディ
ネート機能を活かした提案公募型
の競争的研究開発資金の獲得も視

野に入れて推進する。 

連技術の普及・交流を促進する
機会を提供することでＩｏＴ・

ＡＩ等の Society 5.0 やデジタ
ル化への展開を見据えた技術開
発活動の活発化を図る。 

・ （公財）ＪＫＡ等の補助を受
けて実施した事業の成果を活用
し、デジタル人材の育成に取り

組む。 

 

 

 

 

 

・ ローカル５Ｇ基地局等無線通
信の実証環境の活用によって得
られた技術・ノウハウを活用

し、無線通信やデジタル化に関
する技術支援、共同研究開発を
行うとともに、事例や知見を広

く発信していくことで、中小企
業等における効果的なデジタル
技術導入を促進する。 

 

 

 

 

イ 事業化促進研究 

・ 成長が見込まれる５Ｇ、脱炭

素、カーボンニュートラルを新
たな対象分野として加え、中小
企業等の開発ニーズと大学等の

研究シーズを結び付ける「橋渡
し研究」を実施し、製品化や競
争的研究費の獲得等、事業化へ

の展開を図る。 

・ コーディネーター等の配置に
より、研究機関や大学等とのネ

ットワークを強化して、中小企
業等の技術的課題の解決に結び
付く研究シーズを広く収集す

る。 

・ 競争的研究費の獲得など、事
業化まで伴走型の一貫支援を行

う。 

 

 

 

 

 

 

デジタル化への展開を見据えた技術開
発活動の活発化を図った。 

 

 

 

・ＪＫＡ「公設工業試験研究所等におけ
る人材育成等補助事業」についてＣＥ
ＡＴＥＣ 2023で成果物（ボードコンピ

ュータをＷｅｂブラウザで遠隔操作す
るツール）を紹介・展示するととも
に、その成果を活用したＩｏＴフォー

ラムを開催し、研究開発から製造開発
に取り組む各層を対象に人材育成を行
った。 

・ローカル５Ｇ基地局等無線通信の実証
環境を活用し、共同研究２件（電波の
強度分布の可視化など）及び技術支援

１件を実施し、ローカル５Ｇやその他
の無線通信の必要性や利用形態の検討
など導入前検討や、ローカル５Ｇ通信

環境での評価・検証などユースケース
の開発・提供を行った。また、国際ロ
ボット展 2023 においてＲＳｉと連携

し、ローカル５Ｇ環境にあるロボット
の遠隔操作デモを行い、情報発信に努
めた。 

 

イ 事業化促進研究 

・電子人工皮膚、立位機能検査機器、機

能性繊維製品に係る新規採択課題３件
を含む 11 件の課題について産学公連携
事業化促進研究を実施した。これによ

り、企業の事業化ニーズの具現化を促
進し、１件（機能性繊維製品の機能向
上）の製品開発等を支援した。 

・新たに外部２名のコーディネーターを
配置し、研究機関や大学等とのネット
ワークの幅を拡げ、中小企業等の技術

的課題の解決に結びつく研究シーズを
広く収集した。 

・外部コーディネーター等とともに県内

企業や関係機関の会議、展示会へ出向
き、企業からの事業化促進研究事業への
応募を促した。また、共同開発研究を通

じて、伴走型を含めた事業化までの一貫
支援を行い、製品付加価値の向上等、参
画する県内中小企業の技術や製品の開発

を促進し、さらに製品化に向けた開発段
階における競争的研究資金獲得を目指し
て取組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業化促進研究 

公募申請につながる新規テーマのコ

ーディネート支援実績が伸び悩んでお
り、技術部が有する評価機能を活かせ
る、支援ニーズに即したテーマの掘り

起しが必要となっている。開発ニーズ
に基づいて取り組む概念実証支援のし
くみを活かし、技術部が保有する評価

機能によって研究シーズを結びつけ
る、ニーズ主導のコーディネート活動
を推進していく必要がある。 
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ウ 新たな社会ニーズに対応した

事業化支援 

社会ニーズの変化に即した新製
品、新サービスの開発等に取り組

む企業について、試作、評価等、
技術面を中心に総合的な支援を実
施する。 

 

 

 

 

 

 

また、研究開発分野で得られる
評価法等を活用し、社会の要請に
応える新たなサービスを提供して

いくとともに、既に事業化してい
る抗菌・抗ウイルス評価は、社会
的な要請に応えられるよう、評価

体制のさらなる強化を図ること
で、企業の事業化を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【デジタル技術支援件数】 

中期計画期間中 40 件 

 

ウ 新たな社会ニーズに対応し

た事業化支援 

・ 中小企業等に対し、ＫＩＳＴ
ＥＣのものづくり機能や評価機

能を活用した概念実証を支援す
ることで、社会ニーズの変化に
即した新製品、新サービスの開

発を促進する。 

・ 社会ニーズの変化に即した新
製品、新サービスの開発等に取

り組む企業に対して、試作・評
価等、技術面を中心とした総合
的な支援を実施する。 

・ 企業ニーズに応えて研究開発
した評価法等を活用し、新技術
や新製品の性能評価サービスを

提供することで、企業の製品開
発を支援する。 

サービス提供する評価法は、以

下の３分野とする。 

① ライフサイエンス系性能評価 

② 太陽電池性能評価 

③ 高信頼性セラミックス評価 

・ ①においては、光触媒加工品
をはじめとした抗かび製品の性

能評価方法の提供にむけた取組
を実施する。 

・ ②においては、新規太陽電池

の発電性能推定法等新たな性能
評価法の開発に取り組む。 

・ ③においては、製造プロセス

の可視化や機械的特性を支配す
る内部構造を観測する新たな評
価方法の標準化に取り組む。 

 

【デジタル技術支援件数】 

令和５度中 8件 

 

ウ 新たな社会ニーズに対応した事業化

支援 

・概念実証事業と可能性評価支援研究事
業を統合し、ＫＩＳＴＥＣのものづく

り機能等を活かした支援１件を実施し
た。（再掲） 

 

 

・３Ｄ造形による試作やシミュレーショ
ン、ローカル５Ｇ等の次世代無線技術

等のデジタル支援技術を活用し、技術
開発受託等で総合的に支援した。 

 

・新たな評価法による性能評価等サービ
スについて、ＫＩＳＴＥＣが強みを持つ
３分野について、計画のとおり提供し、

企業の製品開発を支援した。 

①光触媒加工品等に対する抗かび製品の
性能評価サービスを開始した。（再掲） 

②ペロブスカイト太陽電池の性能評価法
について、研究機関等とともに標準化を
行い、実環境における評価法開発にも取

組んだ。 

③マイクロカンチレバー試験法の標準化
に向けて委員会に参加するなど積極的に

取組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【デジタル技術支援件数】 

令和５年度中 22件 

 

ウ 新たな社会ニーズに対応した事業化

支援 

開発ニーズに基づき取り組む概念実
証支援のしくみを活かして技術支援担

当がコーディネート活動を推進し、産
学公連携による共同開発研究への展開
を図ることで新たな社会ニーズに対応

した新製品・サービスに繋がる事業化
支援を推進していく必要がある。 
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小項目 5  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

４ イノベーションを推進する人材の育成 

産業を取り巻く環境の変化が激しく、社会課題が複雑化しているなか、企業においては、多様な人材を育成し、新たな価値を生み出すことのできる体制を構築することが重要である。 

そのため、Society 5.0 やＤＸの推進における基礎的なリテラシーであるデジタルの知識やそれを活用できる人材はもとより、将来的にものづくりの中核を担う人材、先端領域の研究開発を担う人材

など、イノベーションを推進することのできる人材を育成する。 

多様な人材の育成においては、産学が連携したセミナーや研修を組み合わせることにより、様々な組織が協創できる機会を創出し、有機的な連携体制を構築していく。 

また、これからのイノベーションを担う創造的な人材を育むために、小中学生等を対象に、科学技術の理解増進に向けた活動に取り組む。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に関

する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

４ イノベーションを推進する人
材の育成 

ＳＤＧｓの実現に向け、新たな

社会システムの構築や循環経済
（サーキュラーエコノミー）への
転換が求められている中、エネル

ギー消費を抑制し、持続性・再生
産性の高い製品製造へと開発姿勢
が変化している。このような社会

的要請を踏まえ、次の３つの層の
人材育成を支援する。 

①デジタル化等の革新的技術を

取り入れ、新しい価値観に即
した高品質のものづくりを先
導する人材 

②循環型社会の課題解決に向け
た先端領域の研究・開発を担
う人材 

③今後のイノベーションを担う
次世代の創造的な人材 

実施にあたっては、オンライン

と対面、実習等を組み合わせ、受
講生の利便性にも配慮するととも
に、ＤＸやヘルスケア等、社会変

革に即したテーマの研修、講座や
セミナー等を新たに実施する。 

また、産学公の連携人材育成体

制を構築し、大学等と連携したセ
ミナーや研修を実施することで、
カリキュラムの充実を図る。 

 

第１ 住民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

４ イノベーションを推進する
人材の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 （略） 

 

４ イノベーションを推進する人材の育
成 

「高品質のものづくりを先導する人

材」、「先端領域の研究・開発を担う人
材」、「次世代の創造的な人材」の３つ
の層を対象に、ＤＸを加速する通信基

盤技術や、人工知能の基礎、データ科
学に基づくヘルスケアなど、社会変革
に即したテーマによる講座を新たに企

画した。また、オンライン・ハイブリ
ッド・対面など、受講者の学習環境や
利便性に配慮した座学運営に加え、Ｋ

ＩＳＴＥＣの分析・評価技術を活かし
た実習講座「材料分析入門」を新たに
開設するなど、多様なニーズに応じた

講座を実施し、県内外の企業等から広
く受講者を得た。 

製造開発人材育成研修 19 件、産業技

術マネジメント研修８件、教育講座 17

件、先端科学技術セミナー等６件を実
施した。加えて外部資金（ＪＫＡ補助

事業）を利用してセミナー・研修を４
件実施した。新たな人材研修講座の企
画に重点的に取組み、19 件を実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

多様なニーズに対応可能な運営方法
で受講者の利便性に配慮しただけでな

く、社会変革に即したテーマの講座を
精力的に実施した。特に新規人材研修
講座の企画、実施に引き続き取り組

み、19 件を実施したことを評価す
る。 

 

【課題】 

新規に企画した研修、講座を定着さ
せ、新たな受講者の獲得につなげてい

くことが大切である。 

また、定員に満たない講座の受講者
増に向けて、カリキュラムの刷新、講

師の世代交代を進めることや、補助事
業の活用による企画の試行、さらには
ＫＩＳＴＥＣの研究成果や、技術支援

により培われた経験を活かした研修を
新たに開発し、イノベーションを推進
する人材の育成にさら取り組むことが

課題である。 

S 

 

 

S 

 
ＫＩＳＴＥＣの分析・評価技

術を活かした実習講座「材料分

析入門」を新たに開設するな

ど、多様なニーズに応じた講座

や社会変革に即したテーマの講

座を精力的に実施し、数値目標

の水準を大幅に上回って達成し

た。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする。 
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(1) 企業人材育成 

ア ものづくり中核人材育成 

イノベーションを実現し、実装
する上で不可欠となる開発、製
造・加工、生産管理などに携わる

先導的な人材を育成するため、基
盤的技術を中心にデジタル解析技
術等の手法も含めて、材料技術、

設計技術、加工技術、解析・評価
技術、製造管理技術等の研修を実
施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究開発人材育成 

社会課題の解決に向けて研究開
発に取り組む人材を強化するため
に、ヘルスケアとＡＩの融合など

大学等が推進する先端分野の研究
や、産業界の有望技術等にフォー
カスした講座を実施する。また、

カーボンニュートラルなど新たな
社会課題の解決に必要となる研究
開発マネジメント分野等、様々な

形式を取り入れた講座を検討、実
施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規人材研修講座等実施件数】 

中期計画期間中 30 件 

(1) 企業人材育成 

ア ものづくり中核人材育成 

・ 「機械・材料」、「電子」、「化
学」、「情報・生産」等の分野に
おける材料技術、設計技術、加

工技術、解析・評価技術に関す
る研修を行い、企業の開発、製
造・加工に携わる人材の育成を

図る。 

・ ものづくりのＤＸや製造工程
へのＩｏＴ技術導入に関連した

セミナーなど、ニーズに即した
研修を実施する。 

 

・ ＫＩＳＴＥＣの技術的蓄積を
生かした実習型研修等を実施す
る。 

・ 品質管理やＩＳＯ規格等の製
造管理技術に関する研修を行
い、企業の生産管理に携わる人

材の育成を図る。 

 

イ 研究開発人材研修 

・  新たな重点分野として
「Society 5.0」、「先進医療とウ
ェルネス」、「環境・エネルギ

ー」、「新しいものづくり」の４
分野を設定し、各分野の最新動
向を学べる少人数・短期間の質

の高い講座を実施する。 

・ 研究プロジェクト（終了プロ
ジェクトも含む）の成果展開の

一環として、先端研究の成果を
紹介する講座を企画・実施す
る。 

・ 県の委託事業等による講座テ
ーマ調査活動の結果をふまえ、
次世代医療分野等の講座を企

画・実施する。 

・ ＳＤＧｓに関連する新たなテ
ーマ（電池技術関係等）の講座

を企画する。 

 

・  大学や企業との共催等によ

り、そのポテンシャルを生かし
た連携講座を企画・実施する。 

 

【新規人材研修講座等実施件
数】 

令和５度中 ６件 

(1) 企業人材育成 

ア ものづくり中核人材育成 

・製造開発人材育成研修として、「材料
分析入門」などの新規９件を含め、19

講座、計 25回（参加者 125名）を実施

した。 

 

 

 

・ＪＫＡ補助事業により、「beyond5G・
6G に向けた次世代高周波材料セミナ

ー」（受講者 80 名）を開催するととも
に、そのアンケート結果に基づき企画
した研修３件を実施した。 

・ＫＩＳＴＥＣの分析・評価技術を活か
した「材料分析入門」など新たに２件
の実習を実施した。 

・企業の生産管理等に携わる人材に向け
た産業技術マネジメント研修８講座、
計 16 回（延べ 552 名）を実施した。 

 

 

イ 研究開発人材研修 

・重点とする４分野を中心に、新規６件
を含め、24 件の講座（参加者 1,070

名）を実施した。 

 

 

 

 

・研究プロジェクトの成果展開の一環と
して、「社会実装を目指すマイクロ流体

デバイス」等の２講座を実施した。 

 

 

・県の委託事業等の結果をふまえ、「デ
ータ駆動型サイエンスによる遺伝子制
御研究・がん研究の新たなる挑戦」（参

加者 28名）をオンラインで実施した。 

・ＳＤＧｓに関連した「微生物発電が導
く未来へのサステイナブル・バイオテ

クノロジー」、「下水疫学のイノベーシ
ョンと実装課題」の新規２講座を実施
した。 

・大学等と連携し、「体系的に学ぶ人工
知能コース」（５日間）を新たに実施し
た。 

 

【新規人材研修講座等実施件数】 

令和５年度中 19件 
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小項目 6 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

４ イノベーションを推進する人材の育成 

（略） 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサービ
スその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

(2) 科学技術理解増進 

小中学生等に、自然科学や科学技
術の発展によって新しい社会がもた

らされることへの理解を深めてもら
うために、イベントや、学習支援を
目的とした理科実験・工作教室等を

実施する。また、幅広い年齢層を対
象とする科学技術の普及啓発を目指
したイベントについても企画・開催

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【理科実験室・イベント等実施件
数 】 

中期計画期間中 545 件 

第１ 住民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

 (2) 科学技術理解増進 

・  学校派遣の件数を増やすた
め、ボランティア講師の登録、

学校からの応募が増えるような
対策、取り組みを検討、実施す
る。 

 

 

・ 学習支援の新たな取り組みと

して、教職員を対象とした理科
実験・工作教室等を企画・検討
する。 

・ ＫＩＳＴＥＣオリジナル企画
の理科実験教室を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 多様な分野から先端的なテー
マと講師を選び、日常生活に関

わる話題や開発経緯等を楽しみ
ながら学べる場を提供する。 

 

 

【理科実験室・イベント等実施
件数 】 

令和５度中 108件 

第１ 住民に対して提供するサービス
その他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

(2) 科学技術理解増進 

・神奈川県研究者・技術者等派遣事業
「なるほど！体験出前教室」につい

て、海老名本部近隣を重点地域とし
て、市教育委員会へ事業説明を行っ
て広報を行い、小・中学校 120 校

（前年度比 13 校増）、計 4,717 名に
実施した。 

・教員を対象とした理科実験の体験研

修を２件実施した。 

 

 

・海老名本部の「2023 年度かながわ
サイエンスサマー 夏休みおもしろ
科学体験」（対面参加 294 名、オンラ

イン参加 14 名）、溝の口支所の「Ｋ
ＩＳＴＥＣおもちゃレスキュー」（対
面参加 44 名）などの理科実験教室を

実施した。海老名本部のサイエンス
サマーでは、新しい実験メニューを
加えて３年ぶりに対面開催となっ

た。 

・先端技術セミナーのアーカイブを
HPで公開し、人工知能やライフサイ

エンス分野の最新の研究成果と日常
生活の関わりを学べる場を新たに提
供した。 

 

【理科実験室・イベント等実施件
数 】 

令和５年度中 128件 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

対面での体験機会を増やし、128 件の
理科実験室等の実施件数を達成したこと
を評価する。 

 

ア 研究者派遣事業 

市教育委員会へ事業説明を行うなど新

たな広報活動に取組んだ結果、120 校で
の実施に至ったことを評価する。 

 

イ 理科実験・工作教室 

海老名本部の「2023 年度かながわサ
イエンスサマー 夏休みおもしろ科学体

験」を３年ぶりに対面開催し、新しい実
験メニューを加えたことを評価する。 

 

【課題】 

「なるほど！体験出前教室」では、実
施校増に向け、広報重点地域の設定や、

ボランティア講師拡充の取組を続ける。 

 

S 

 
S 

 
神奈川県研究者・技術者等

派遣事業「なるほど！体験出

前教室」において、市教育委

員会へ事業説明を行うなど、

着実に実施件数を増やしてお

り、数値目標の水準を大幅に

上回って達成した。 

以上のことから、法人の評

価は妥当であり、Ｓ評価（年

度計画を大幅に上回って達成

している）とする。 
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小項目 7  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （略） 

５ オープンイノベーション等を推進する連携交流 

経営支援機関及び他の技術支援機関等と連携し、企業に対する総合的な相談対応機能の強化を図る。また、産学公連携や広域連携など他機関とのネットワークを活用し、オープンイノベーション
等を推進することにより、企業・大学・他機関等が協創するプラットフォームとしての機能を強化する。併せて、金融機関との連携強化や様々な共同体による活動への参画などにより、企業等によ

る共創の取組を創出し、その活動を支援する。 

さらに、国の研究機関や近隣都県の試験研究機関等と連携し、情報や保有するデータ等の共有、人材の相互支援や交流を推進する。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

５ オープンイノベーション等を
推進する連携交流 

神奈川Ｒ＆Ｄネットワーク構想
に参画する企業との連携や、かな
がわ産学公連携推進協議会など大

学との連携を活用し、中小企業等
の様々なニーズを発信することに
より、共創によるイノベーション

創出の機会を企業や大学等に提供
する。 

さらに、競争力の高い製品や、

サービスの開発に寄与する総合的
な支援を実施する。また、経営支
援機関との連携や、産学公連携、

首都圏テクノナレッジ・フリーウ
ェイ（ＴＫＦ）等の広域連携等、
その他機関との情報や保存するデ

ータ等の共有、人的ネットワーク
等の強化を図り、中小企業等に対
して、その他の機関や大学等との

橋渡しを推進する。特に、さがみ
ロボット産業特区の取組を促進す
る神奈川版オープンイノベーショ

ンを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

５ オープンイノベーション等
を推進する連携交流 

・ 神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会やか
ながわ産学公連携推進協議会を
はじめ、包括連携協定機関やそ

の他連携機関等とも交流・協力
し、大学や中小企業等の技術シ
ーズ・ニーズのマッチング活動

を実施し、イノベーション創出
の機会を企業や大学等に提供す
る。 

・ 成長分野に関連する技術シー
ズに係る技術フォーラム等の情
報提供を行い、中小企業等の新

規事業や新規分野への参入を後
押しする。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 事業化を目指す中小企業等の
技術シーズ・ニーズを拾い上げ
るため、連携機関及びＫＩＳＴ

ＥＣの既存事業活用等の検討を
進める。 

・ ＫＩＳＴＥＣでの対応が難し

い試験分野や、輸出に係る支援
等について、首都圏テクノナレ
ッジ・フリーウェイ（ＴＫＦ）

第１ 住民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 （略） 

 

５ オープンイノベーション等を推進す
る連携交流 

・外部の関係機関等と連携して、オープ
ンイノベーション創出の機会を企業等
に提供した。 

 

 

 

 

 

 

・生成ＡＩなど成長分野に関連する技術
シーズの情報提供など技術フォーラム
30 件を実施した。実施方法として来所

型 15 件（令和４年度３件）、ハイブリ
ッド型 14件（同 10件）、オンデマンド
１件と、対面開催を増やした。 

・「Innovation Hub」（技術フォーラム
計 17 件、参加者延べ 1,066 名）では、
脱炭素をメイントピックとして、研究

成果の報告や研究者・技術者等の交流
の場の提供（交流会２回開催、参加者
計 100 名）を実施した。 

・ロボット開発の促進のため、神奈川Ｒ
＆Ｄ推進協議会ロボット研究会によ
り、研究開発プロジェクトを７件実施

した。 

 

・ＴＫＦを通じてミニインターンシップ

を相互に行うなど、近隣公設試験研究
機関（公設試）と連携した。 

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

外部の関係機関と連携して、オープ
ンイノベーション創出の機会を創出し

てきたことを評価する。 

 

【課題】 

連携機会創出後、継続的にフォロー
アップ支援を実施することが重要であ
る。技術開発の進捗を把握し、各段階

に応じた支援メニューを提供するなど
強化していく。 

連携機会の創出においては、現状、

コーディネーターの能力に依存してい
るが、ホームページ等を活用し、支援
事例や研究成果を積極的に開示するこ

と等により、組織的に対応できるよう
に取り組む。 

県内をはじめとした新たな関係機関

との連携強化に向けて、連携協定の締
結を模索・検討する。 

 

S 

 

S 

 
生成ＡＩなど成長分野に関連

する技術シーズに係る技術フォ

ーラムを迅速に実施したほか、

「Innovation Hub」や神奈川

Ｒ＆Ｄ推進協議会ロボット研究

会等により、オープンイノベー

ション創出機会を提供し、数値

目標の水準を大幅に上回って達

成した。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする。 
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【連携機会創出件数】 

中期計画期間中 197 件 

【技術情報オンライン提供件数】 

中期計画期間中 100 件 

 

 

(1) シーズ育成に向けた研究開発
における連携交流 

学協会・規格会議等の委員活動
や、大学とのクロスアポイントメ
ントなどを通じた他機関の研究者

との連携交流を活用して、オープ
ンイノベーション等を推進する。
併せて、コーディネート支援やマ

ッチング支援の推進により、新成
長分野への参入などを目指して研
究開発をする企業や大学等による

共創の取組を創出し、その活動を
支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

や広域首都圏輸出製品技術支援
センター（ＭＴＥＰ）と連携し

て対応する。 

 ・社会状況に合わせて、技術フ
ォーラムのＷｅｂ開催やハイブ

リッド開催、オンデマンド配信
形式による動画配信等、オンラ
インでの技術情報提供等を推進

し、他機関との連携機会を創出
する。 

・ 幅広い分野で活用が期待され

ているロボット開発促進のた
め、共同研究開発を促進する
「神奈川版オープンイノベーシ

ョン」に取組むとともに、引き
続き開発に参加する企業を支援
するための体制を構築してい

く。 

【連携機会創出件数】  

令和５年度中 39件 

【技術情報オンライン提供件
数】 

令和５年度中 20件 

 

(1) シーズ育成に向けた研究開
発における連携交流 

・ 事業化促進研究や研究プロジ
ェクト等の技術シーズを育成す
るため、各研究機関・企業等と

連携するためのコーディネート
機能の充実を図る。 

 

 

 

 

 

・ 様々な研究機関の研究者等と
の連携交流を推進するため、大

学とのクロスアポイントメント
を活用する。 

・ 大学や中小企業等が有する技

術シーズを紹介するためのイベ
ントの今後のあり方や、関連資
料の作成等について、連携機関

と協議を進め、ウィズコロナ時
代における連携交流機会の創出
を検討する。 

 

・ 株式会社ケイエスピー等の県
内インキュベーション機関との

連携を強化し、ベンチャー企業

 

 

 

・技術情報オンライン提供件数について
は、技術フォーラムのオンライン開催

やＹｏｕＴｕｂｅ動画配信など、26 件
を提供した。 

 

 

 

・ロボット開発の促進のため、神奈川Ｒ

＆Ｄ推進協議会ロボット研究会によ
り、研究開発プロジェクトを７件実施
し（再掲）、「神奈川版オープンイノベ

ーション」の取組を進め、企業や大学
等の資源を組み合わせることで研究開
発を促進した。 

 

【連携機会創出件数】  

令和５年度中 85件 

【技術情報オンライン提供件数】 

令和５年度中 26件 

 

 

(1) シーズ育成に向けた研究開発にお
ける連携交流 

・脱炭素化対策事業の実証試験実施につ
いて川崎市等の関連機関と連携を行う
など、コーディネート機能を活用し、

技術シーズを育成した。 

・産学公連携事業化促進研究では、新た
に外部２名のコーディネーターを配置

し、研究機関や大学等とのネットワー
クの幅を拡げ、中小企業等の技術的課
題の解決に結びつく研究シーズを広く

収集した。（再掲） 

・大学と２件のクロスアポイントメント
を実施した。 

 

・大企業等が参画する神奈川Ｒ＆Ｄ推進
協議会の事務局として、ＣＵＰ－Ｋに

参画する大学の技術シーズを紹介し
た。また、さがみロボット産業特区と
連携し、ロボット技術等の技術マッチ

ング（技術提案先大企業３社に対して
中小企業 17 社、延べ 32 件）を実施し
た。そのほか、ＣＵＰ－Ｋを通じて 15

件の技術コーディネートを実施した。 

・株式会社ケイエスピー等のインキュベ
ーション機関との連携を強化し、ＫＩ

ＳＴＥＣ発ベンチャー企業に対して出
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(2) 企業のイノベーション創出を
推進する技術支援・事業化支援に

おける連携交流 

中小企業等の技術的な課題を解
決するため、国の研究機関や近隣

都県の試験研究機関、大学等との
連携を強化し、そのネットワーク
を活用したコーディネート支援や

マッチング支援を推進する。ま
た、事業化を目指す中小企業等の
各ステージのニーズに応じて、経

営支援機関、金融機関等と連携し
て、経営・技術・金融による総合
支援を提供する。 

 

等の創出・育成支援機能の充実
を図る。 

 

(2) 企業のイノベーション創出
を推進する技術支援・事業化支

援における連携交流 

・ かながわ産学公連携推進協議
会の参加機関等、県内理工系大

学、経営支援機関、金融機関等
との交流や情報交換を推進し、
中小企業等との連携機会の創出

や、コーディネート支援を継続
する。 

・ 県内関係機関と連携し、ＫＩ

ＳＴＥＣ利用実績の無い中小企
業等の様々な課題を拾い上げる
ための仕組みの構築・運用を引

き続き検討する。 

・ ＴＫＦを構成する首都圏公設
試験研究機関連携体に参加して

いる近隣公設試と連携した試験
実施体制を継続する。また、そ
の他の連携体による広域連携を

通じて試験研究に関わる技術力
を高めるとともに、県域におけ
るイノベーション創出につなが

る最適かつ迅速な技術支援を推
進する。 

資の検討を行うなどの支援を実施し
た。 

 

(2) 企業のイノベーション創出を推進
する技術支援・事業化支援における連携

交流 

・関係機関と連携し、技術コーディネー
ト 27 件を実施した。 

・ＫＩＰと連携して経営と技術の一体的
支援を打ち出し、「自動車部品サプライ
ヤーフォーラム」を共同開催した。 

・一般社団法人首都圏産業活性化協会
（ＴＡＭＡ協会）と連携し、オープン
イノベーション交流会を実施した。 

・外部機関との共催により、17 件のイ
ベントを実施し、連携機会の創出の機
会を提供した。 

・ＴＫＦを通じた近隣の公設試験研究機
関（公設試）へのミニインターシップ
10 件（受入７件、派遣３件）、研究発

表会の発表（３件）のほか、全国の公
設試とも連携を進め、各分科会への取
組に参画することで技術力向上を行

い、技術支援への活用を図った。 
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小項目 8  

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

ＣＯＶＩＤ-19に端を発した「新しい生活様式」への社会変容、また Society 5.0やＳＤＧｓ等の実現に向けた取組に伴い、組織運営についても大胆な変革が不可欠である。定期的な事業の見直し等、

業務のスクラップ・アンド・ビルドを徹底することにより、産業構造の変化に適切に順応できる運営体制を構築する。 

１ 効果的・効率的な組織運営 

既存事業や業務の見直しを定期的に行い、スクラップ・アンド・ビルドを徹底することにより、取り組むべき事業に財源と人員を集中し、社会変化に適応することができる、しなやかな組織を

構築する。 

拠点についても、機能の強化・集約化を検討したうえで、効果的・効率的な組織運営を徹底する。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第２ 業務運営の改善及び効率化

に関する目標を達成するためとる
べき措置 

 

１ 効果的・効率的な組織運営 

(1) 組織の適応力の向上 

社会の変化に即応するため、組

織の再編や部横断的な体制の構築
などを通じて、組織の機動性と柔
軟性を高める。 

また、必要に応じてプロジェク
トチームを編成するほか、任期付
研究員の活用など多様な雇用形態

により、しなやかな組織運営に努
める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  経営資源の有効な活用 

社会の変化に応じた継続的な業

務の見直しを図る。 

また、建物施設や研究設備など
を効率的・効果的に活用すること

により、提供するサービスの改善
に取り組み、競争力の強化を図っ
ていく。 

さらに、事務手続き等所内業務
の効率化により生み出す財源や人
材を有効に活用し、対外的なサー

ビスの強化に努め、経営資源の適
切な配分に取り組む。 

 

第２ 業務運営の改善及び効率

化に関する目標を達成するため
とるべき措置 

 

１ 効果的・効率的な組織運営 

(1)  組織の適応力の向上 

・ 組織の適応力向上のため、企

画機能強化を図る。 

 

 

 

 

・ 社会ニーズの変化に即応し、

課題への柔軟な対応や迅速な意
思決定を図るため、適時、組織
の再編、組織横断的な体制を構

築する等、柔軟で機動力のある
運営を行う。 

・ 競争的資金獲得等、必要に応

じてプロジェクトチームを編成
する等、効率的な組織運営に努
める。 

 

(2) 経営資源の有効な活用 

・ 迅速かつ効果的な経営判断が

可能な情報資産の管理を引き続
き実施する。 

・ 情報資産を活用した企画調整

機能の強化を継続し、顧客ニー
ズに即した事業展開を推進す
る。 

・ 事業予算の見える化と収支管
理の徹底に努め、事業戦略に基
づく業務運営の改善及び効率化

を推進する。 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関す

る目標を達成するためとるべき措置 

 

 

１ 効果的・効率的な組織運営 

(1)  組織の適応力の向上 

・納期が長い業務に対して、年度跨ぎで

の執行方法の助言など、各事業部門の
事業運営・企画立案時に発生する課題
に対して、その解決策提案するなど、

企画機能を発揮することで、法人の適
用力強化を図った。 

・社会ニーズの変化に即応し、課題への

柔軟な対応や迅速な意思決定を図るた
め、適時、組織の再編、組織横断的な
体制を構築する等、柔軟で機動力のあ

る運営を行った。 

 

・ＤＸや脱炭素に関わる研究テーマの整

理と技術部間連携を進め、県の施策と
リンクした脱炭素化対策事業の拡大や
ＪＫＡ補助事業申請などを進めた。 

 

(2) 経営資源の有効な活用 

・経営判断に必要となる情報資産（各事

業の進捗状況や戦略、保有施設等を含
む）を集約し、情報管理を行った。 

・各事業・業務の組織横断的な課題とし

て、生成ＡＩの活用ニーズに対応した
新事業立案を行った。 

 

・年度計画の進捗管理等を行う業務進捗
会議で、各事業を議題として順に取り
上げ、情報共有や課題を議論し、事業

戦略の見える化を行い、業務改善や効
率化に取組んだ。 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

組織の適応力強化と経営資源の有効
な活用を図り、組織横断で実施する脱
炭素対策事業の推進や、新たな生成Ａ

Ｉ活用ニーズに対応した事業立案など
に取り組んできたことを評価する。 

 

【課題】 

社会ニーズに即応し、柔軟で機動力
ある組織を維持するために、随時、組

織体制の検証や見直しを行っていく必
要がある。 

情報資産を活用した企画調整機能の

強化について、企画部への情報集積、
課題抽出・解決提案を進め、引き続き
効率的な運営を図る必要がある。 

拠点と機能については、海老名本部
や各拠点間で所内横断的な課題に対し
ての連携を深め、機能の充実と集約を

検討し実施することが課題である。殿
町地区では他機関との連携強化だけで
なく、評価センターとしてのより一層

の機能強化が求められる。 

A 

 

B  各事業・業務の組織横断的な

課題として、生成ＡＩ活用ニー

ズに対応した新事業立案を行う

など、企画調整機能の強化が実

現されており、年度計画に記載

された事項を計画どおり実施し

ている。 

 一方で、年度途中における支

出状況等の把握や収支管理の徹

底については、前年度と比較し

て精度は上がっているが、年度

途中のニーズに柔軟な対応が可

能となるよう、さらなる精度の

向上に期待する。 

 以上のことから、法人の評価

はＡ評価であるが、Ｂ評価（年

度計画を概ね達成している）と

する。 
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(3) 拠点と機能 

海老名本部や溝の口支所をはじ

め、殿町支所、よこはまブランチ
の各拠点において、中小企業等の
ニーズや地域との関係に留意し、

機能の充実強化や集約等を検討
し、計画的に実施する。 

特に、殿町支所においては、未

病改善や未知ウイルスへの対応な
ど、社会的要請に応じて企業が開
発する関連製品の評価センターと

しての機能を強化する。 

 

(3) 拠点と機能 

・ 殿町支所をライフサイエンス

系研究の拠点として、殿町地域
に位置する他機関との連携強化
を継続する。 

 

(3) 拠点と機能 

・殿町支所について、国立医薬品食品研

究所との人材交流や、かながわ再生・
細胞医療産業ネットワーク（ＲＩＮ
Ｋ）への参加などにより他機関と連携

し、評価センター機能の強化を図っ
た。 
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小項目 9  

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

（略） 

２ 効果的・効率的な人事制度の運用 

人事評価制度について、適切な運用を図るとともに、リスキリングを含めた人材の育成・研修を効果的に実施することにより、職員の意欲及び能力の向上を図る。 

採用については、方法や時期などを柔軟に運用することにより、優秀かつ多様な人材の確保に努め、併せて適正な人員配置を図る。 

また、テレワークや時差出勤などいわゆる「働き方改革」を推進する。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第２ 業務運営の改善及び効率化
に関する目標を達成するためとる
べき措置 

 （略） 

２ 効果的・効率的な人事制度の
運用 

 

(1) 職員の能力向上  

人事評価制度について継続的に

検証を行い、適時、必要な改善を
行う。 

また、人事ローテーションや、

大学等の他機関との人材交流など
を行うことで、研究、企業支援、
組織運営等、それぞれの業務の特

性にあった能力を備え、公正で創
造力豊かな人材の育成に取り組
む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 柔軟な職員の採用等 

柔軟な採用活動を行い、中小企

業等の開発ニーズ等に即した専門
知識を有する職員を確保する。 

また、適正な人員配置を図るこ

とで、効率的な業務運営体制を確
立する。 

第２ 業務運営の改善及び効率
化に関する目標を達成するため
とるべき措置 

 （略） 

２ 効果的・効率的な人事制度
の運用 

 

(1)  職員の能力向上 

・ 人事評価制度について継続的

に検証を行い、適時、必要な改
善を行う。 

 

 

・ 産業ニーズに対応した人材育
成を目指し、他機関との人材交

流等、職員の能力向上に適した
育成メニューの検討を継続的に
実施する。 

・ 職員が、本部・支所、または
所属部間にまたがる複数業務を
兼務することで、業務対応分野

の拡大を図る。 

・ 新たに構築した研修体系に基
づき研修を実施し、積極的な人

材育成を行う。 

・ 職員研修等については、内部
研修とともに、外部機関の講師

等を活用することで、より効果
的な職員の能力開発制度の構
築・改善を進める。 

 

(2)  柔軟な職員の採用等 

・ 専門知識を有する職員の確保

に向け、ＫＩＳＴＥＣでの法人
説明会を開催するとともに、学
会等のオンライン職場説明会や

近隣大学の企業説明会への参
加、インターンシップ等を開催

第２ 業務運営の改善及び効率化に関す
る目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

２ 効果的・効率的な人事制度の運用 

 

 

(1)  職員の能力向上 

・より適正な人事評価を実施するため、

「人事評価制度実施要綱」及び「人事
評価制度の手引き」を改正し、研究職
員の評価要素や自己観察書の記載例の

見直しを行った。 

・中小企業大学校（１名）や国の産業技
術総合研究所（１名）への短期派遣研

修や大学とのクロスアポイントメント
（８名）等を活用した交流を行った。 

・職員が拠点間でまたがる業務を兼務

（２名）し、スキルアップを図ること
で、職員の業務対応分野を拡大すると
ともに、拠点間の連携強化を図った。 

・これまで対象外であった新任再雇用向
けに新たな職員研修メニューを追加す
るなど、積極的な人材育成を行った。 

・職員研修においては、外部研修機関や
外部講師を活用するなど、効果的な職
員の人材育成を行った。 

 

 

 

(2)  柔軟な職員の採用等 

・専門知識を有する職員の確保に向け、
ＫＩＳＴＥＣでの採用説明会やインタ

ーンシップの開催、学会の職場説明会
への参加、近隣大学への訪問活動に加
え、学会誌への情報掲載や大学生協向

けＤＭの配信など、積極的な採用広報
に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1)  職員の能力向上 

より適正な人事評価を実施するた

め、「人事評価制度実施要綱」及び
「人事評価制度の手引き」の改正を行
っており、人事評価制度の着実な運用

を図っていることを評価する。 

新たな機関への派遣研修を実施する
など、派遣やクロスアポイントメント

による関係機関との人事交流を積極的
に行ったこと、本部・支所間や所属部
間にまたがる業務の兼務発令を行い、

職員のスキルアップ等を図っているこ
と、職員研修の内容を適宜見直してい
ることなど、職員の能力向上に積極的

に取り組んだことを評価する。 

 

(2)  柔軟な職員の採用 

積極的な採用説明活動を行うととも
に、任期付採用を含めた柔軟な職員の
採用を行い、優秀な人材の確保に努め

たことを評価する。 

 

【課題】 

(1)  職員の能力向上 

職員全体の能力向上のために引き続

き研修内容の見直しなどを進めていく
必要がある。 

 

(2)  柔軟な職員の採用 

職員の職種や年齢構成、技術及び知

A 

 

 A  大学とのクロスアポイントメ

ントによる人材交流や外部研修

機関の活用など、効果的な職員

の人材育成を行っており、年度

計画に記載された事項を計画ど

おり実施している。 

 一方で、職員採用について

は、インターンシップや近隣大

学への訪問活動等の採用広報活

動に取り組んでいるが、社会全

体として労働力不足が深刻化し

ている中、必要な人材を確保す

るため、さらなる採用難に対応

した新たな取組に期待する。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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さらに、職員のワーク・ライ
フ・バランスを考慮した働き方改

革を推進する。特に、所外におけ
る業務実施環境を整備し、テレワ
ークの導入を進める。 

する。 

・ 職員の採用にあたっては、採

用形態の柔軟性を確保しつつ、
職員全体の年齢構成のバランス
を考慮する。また、技術やノウ

ハウの継承が円滑に進められる
ように計画的に実施する。 

 

 

 

 

・  働き方改革を推進するため
に、海老名と溝の口の拠点間の
移動に支障の無いようテレワー

クの導入に向けた環境整備を進
める。 

 

・職員の採用にあたっては、職員全体の

年齢構成のバランスを考慮しつつ、技
術やノウハウの継承が円滑に進められ
るように、新規採用及び任期付採用を

実施し、令和５年４月は１名の新規採
用と３名の任期付職員（うち研究職２
名）を採用するとともに、令和６年４

月の採用予定者として３名の新規採用
（うち研究職２名）と２名の任期付職
員を確保した。 

・テレワーク環境等の整備により、拠点
間での移動を可能とする体制が整っ
た。 

識の継承を考慮し、第２期中期計画に
沿った人員採用を確実に行っていく必

要がある。 
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小項目 10  

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

（略） 

３ 効果的・効率的な業務運営 

業務の内容やプロセス、組織の運営方法を随時見直すことにより、効果的かつ効率的な業務運営を徹底する。  

情報処理システムの整備など、情報化を推進することにより、事務処理の効率化やサービスの向上を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第２ 業務運営の改善及び効率化
に関する目標を達成するためとる

べき措置 

 （略） 

３ 効果的・効率的な業務運営 

(1) 業務の適切な見直し  

地方独立行政法人としてのメリ
ットを活かし、業務の外部委託、

外部人材の活用等、業務内容や運
営方法の見直し等を柔軟に実施す
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報化の推進  

持続性ある情報処理システムの
整備を推進するとともに、クラウ
ドコンピューティング等の活用に

より、効率的・効果的な業務運営
の改善を図る。  

また、基幹ネットワークシステ

ムのセキュリティ向上を図るとと
もに、事務処理の省力化・効率化
に取り組む。 

第２ 業務運営の改善及び効率
化に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 （略） 

３ 効果的・効率的な業務運営 

(1) 業務の適切な見直し  

・ 所内事務等の電子化を進め、
事務効率化に向けた課題の抽

出・解決を図る。 

・ 業務内容や運営方法の見直し
等により、費用対効果を検討し

つつ業務の外部委託、外部人材
の活用等を行う。 

・  所内の会議体制等を活用し

て、全所的な課題や各事業にお
けるボトムアップの課題等を抽
出・分析し、個々の業務につい

て適切な見直しを行う。 

 

(2) 情報化の推進  

・ ＫＩＳＴＥＣ運営のための基
本システム（人事給与、庶務、
財務にかかる業務システム）に

ついて、適宜必要な改修を行
い、事務処理の省力化・効率化
を図る。 

・ 所内の主要な業務システムに
対する要望を収集し、費用対効
果等を検討し、必要に応じて改

善とその周知を徹底する。 

・ ＬＴＥ回線に接続可能なモバ
イルパソコン等を導入し、テレ

ワーク環境の整備を継続する。 

・ 所内におけるグループウェア
等や電子決裁システム等の主要

な業務システムの運用課題抽出

第２ 業務運営の改善及び効率化に関す
る目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

３ 効果的・効率的な業務運営 

(1) 業務の適切な見直し 

・電子決裁システムの活用を促進すると
ともに、事務効率化に向けた電子契約

等に関わる課題を抽出した。 

・引き続き業務の外部委託、外部人材等
の活用を進めた。 

 

 

・所内の会議体制等を活用して、年度計

画に沿った所内課題の見える化と体系
化及び進捗管理を行った。 

 

 

 

(2) 情報化の推進  

・ＫＩＳＴＥＣ運営のための基本システ
ムのうち、インボイス制度の開始、定
年延長、育児・介護フレックスタイム

制度の導入に対応した改修を行うな
ど、事務処理の効率化等を行った。 

 

・業務進捗会議を通じて、電子決裁シス
テムの運用課題について情報共有や機
能の活用や拡張の検討を行うなど、業

務システムの利用を推進した。 

・ＬＴＥ回線に接続可能なモバイルパソ
コン 200 台を追加配備し、テレワーク

環境が整った。 

・所内におけるグループウェア等や電子
決裁システム等主要な業務システムの

運用課題の抽出や解決に向け、決裁機

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1) 業務の適切な見直し 

業務の適切な見直しについて、中期
計画・年度計画で示した実施事項に対
し、業務を適切に見直ししたことを評

価する。 

 

(2) 情報化の推進  

情報化の推進については、テレワー
ク環境の機器を整備するなど、業務を
効率化したことを評価する。 

また、インボイス制度や定年延長制
度、育児・介護フレックスタイム制度
の導入といった法改正等に対応した改

修を適宜行い、事務処理の省力化・効
率化を図ったことを評価する。 

 

【課題】 

(1) 業務の適切な見直し 

ＵＲＭを導入するとともに、引き続

き業務システム等の活用を促進し、効
率的な業務運営を進めることが必要で
ある。 

 

(2) 情報化の推進  

令和６年度以降に計画している情報

ネットワークの再構築、ＩＤ連携、ゼ
ロトラストに向けたネットワーク・セ
キュリティの強化等に要する導入およ

び維持管理のための中長期的な財源及
び運営体制の確保が必要である。 

A A 事務効率化に向けた電子契約

等に関わる課題の抽出や、イン

ボイス制度の開始、定年延長、

育児・介護フレックスタイム制

度の導入に対応した基本システ

ムの改修を行うなど、事務処理

の効率化等を行っており、年度

計画に記載された事項を計画ど

おり実施している。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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や解決を検討し、更なる業務の
効率化を図る。 

・ ＫＩＳＴＥＣの顧客データ等
各種データベースの一元管理を
目指し、利用者の潜在的な技術

支援ニーズに対応したサービス
案内に向けて技術支援業務シス
テム等との連携を検討する。 

・  セキュリティに配慮しなが
ら、モバイルパソコンを活用し
たＷｅｂ会議やリモートワーク

環境を整備し、業務の効率化や
ペーパレス化を促進する。 

 

 

 

・ ネットワークやＩＴ機器を使

用する業務のセキュリティ対策
支援（神奈川県警と連携、事業
計画立案時からの対策支援）の

実施を行う。 

 

能や文書保存機能について検討を行っ
た。 

・ＵＲＭの導入に向けて業務効率化と調
整を進め、利用者の潜在的な技術ニー
ズに対応したサービスの案内を検討し

た。 

 

 

・モバイルパソコンを活用したＷｅｂ会
議等の環境を整備し、業務の効率化等
を促進した。また、所内ネットワーク

のセキュリティ強化に向けた現状把握
を行った上で、令和６年度に計画して
いる情報ネットワークの再構築、ネッ

トワーク・セキュリティの強化等のた
めの概要設計を行った。 

・ネットワーク等のセキュリティ対策支

援として、神奈川県警が事務局を担う
プロジェクト等に参画した。 
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小項目 11 

 

中
期
目
標 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 収入の確保 

試験計測や技術開発などにおけるサービスの質の向上を図り、併せて、創意工夫に取り組むことで、事業収入の確保に努める。また、保有するノウハウの活用や、大学等や中小企業等との連携を図
り、提案公募型の競争的資金等の獲得に努める。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第３ 財務内容の改善に関する目
標を達成するためとるべき措置 

 

１ 収入の確保 

(1) 事業収入の確保 

中小企業等のニーズを捉えた機

器整備等を行うことにより、提供
するサービスの質の向上を図り、
事業収入の確保に努める。また、

経済情勢を踏まえた適正な料金設
定の仕組みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する
目標を達成するためとるべき措
置 

１ 収入の確保 

(1) 事業収入の確保 

・ 依頼者のニーズに適切に対応

し、コスト意識を持った計画的
な試験計測機器の整備を進め、
安定した収入の確保に取り組

む。 

 

 

・ 必要なコストを適切に反映し
た料金設定（改定）を行うとと
もに、依頼者の支援ニーズを反

映させた試験項目の見直しを適
宜実施する。 

 

・ 試験計測機器の整備のみなら
ず、来所せずに試験計測等の依
頼・実施・報告が可能な体制を

整備する等、顧客満足度の向上
と収益の向上を目指す。 

・ 今後の成長が見込まれる分野

への先行投資として、補助金等
の外部資金を活用することによ
り、機器の整備等を実施する。 

・ 人材育成事業における受講者
数および受講料収入の確保に向
けて、受講者のニーズを踏まえ

て、研修・講座の見直しを適時
行う。 

・ 本年度計画を着実に実施、効

率化を進めることで、各事業に
おける事業収入の確保と収入増
に向けて取り組む。 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 

１ 収入の確保 

(1) 事業収入の確保 

・機器整備計画に基づき、ＪＫＡ「公設

工業試験研究所等における機械設備拡
充補助事業」を活用してガス・水蒸気
透過度測定装置や金属顕微鏡及び画像

処理システムを導入するとともに、県
交付金により高出力高精細Ｘ線ＣＴ装
置を導入した。（再掲） 

・技術支援（試験計測・技術開発受託）
の収入額は令和４年度並みであった。 

・試験計測等の技術支援において、必要

なコストの反映や、技術支援ニーズに
基づいた見直しを行い、適宜、料金改
定を実施した。 

・モバイルパソコン配布、所内ネットワ
ークの高速化などによる技術支援情報
共有の環境整備を活用し  、ホームペー

ジの問い合わせフォームや電子メール
による技術支援体制の向上を図った。 

・今後の利用が見込まれる脱炭素化技術

や利用者ニーズを考慮し、ＪＫＡ補助
事業等を活用して、大型機器５台等の
機器整備を実施した。 

・対面の実習を行って欲しいとの受講者
の要望を踏まえて、研修・講座のプロ
グラムや構成の見直しを積極的に進

め、19 件の新規講座を開設し、受講者
数が改善した。 

・本年度計画を着実に実施し、年度進捗

管理と進捗が遅れている事業の情報共
有による課題の抽出や事業収入確保に
向けた課題解決提案を行い、各事業に

おける事業収入増に向けて取り組ん
だ。 

 

 

【実績に対する評価】 

補助事業等を活用した機器整備や所
内の基盤体制を整備することで、技術
支援や技術支援やそれらを活用した実

習などの人材育成事業において、収入
確保に向けた取組を行い、維持してき
たことを評価する。 

競争的資金の獲得については、外部
機関と連携をとりながら、数多くの申
請を行った結果として、約 8.0 億円の

外部資金を獲得した。 

 

【課題】 

(1) 事業収入の確保 

将来を見据え策定した計画に基づき

機器導入を進め、技術支援等における
継続的な収入を維持する。 

 

(2) 競争的資金の獲得 

競争的研究資金へ積極的に申請をす
ることが必要である。 

A 

 

A 

 
事業収入は、予算に対して決

算額が不足しているが、外部資

金研究費等の増加により、全体

としては計画どおり収入を確保

できているため、年度計画に記

載された事項を計画どおり実施

している。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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(2) 競争的資金の獲得 

研究開発等の業務の一層の充実

を図るため、構築したネットワー
ク、蓄積されたノウハウ等を活用
し、提案公募型の競争的資金の獲

得に努める。 

 

(2) 競争的資金の獲得 

・ ＫＩＳＴＥＣの研究レベルの

向上や企業支援に結び付く提案
公募型の競争的資金に関する情
報収集を行い、獲得を目指す。 

・ 提案公募型の競争的資金の獲
得に向けて、他機関との連携等
を積極的に進める。 

 

(2) 競争的資金の獲得 

・提案公募型の競争的資金に関する情報
収集を行い、ＪＳＴ革新的ＧＸ技術創
出事業（ＧｔｅＸ）等に採択された。 

・提案公募型の競争的資金の獲得に向け
て、外部機関との連携等を積極的に進
めた。 

・獲得した競争的資金は約 8.0 億円であ
った。 
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小項目 12 

 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第３ 財務内容の改善に関する事
項 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

運営経費などの定期的な見直し
を行い、料金の適正化を図る。不

足が予想される財源に応じて予算
配分の最適化に努める。 

また、ベンチャー支援に伴う出

資業務を行う場合には、関連法規
等を遵守し、適切に実施する。 

第３ 財務内容の改善に関する
事項 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

・ 運営経費などの定期的な見直
しを行い、料金の適正化を図

る。不足が予想される財源に応
じて予算配分の最適化に努め
る。 

 

・ 事業収入等を財源とする法人
共通管理費を運用し、組織の機

能向上に努める。 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

（略） 

 

２ 財務運営の効率化 

・地方独立行政法人会計基準等に基づき
適正に会計処理を行った。 

・各種積立金の使途や積立計画の整理 

や各部の強みを活かし、どのような成
果を上げていくのかを整理した事業戦

略の見える化 を進めた。 

・事業収入等を財源とする法人共通管理
費を適正かつ効果的に運用するため、役

員による配賦検討会議を開催した。これ
により事業収入や財源が不足する事業等
への財源追加を決定するなど、着実な事

業実施と組織の機能向上に努めた。 

 

 

 

【実績に対する評価】 

地方独立行政法人会計基準等に基づ

き適正に会計処理を行ったことを評価
する。また、法人共通管理費の運用に
ついての取り組みを進め、組織の機能

向上に努めたことを評価する。 

 

【課題】 

組織機能の向上に向け、各部事業戦
略に基づく予算配分の最適化が課題で

ある。 

 

A A  事業戦略の見える化を進めた

ことや、法人共通管理費を適正

かつ効果的に運用するため、配

賦検討会議を開催するなど、組

織の機能向上に努めており、年

度計画に記載された事項を計画

どおり実施している。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 

  

中
期
目
標 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

財務運営の定期的な見直し、効率化を図ることにより、限りある経営資源の有効な活用を徹底する。また、出資業務を行う際は、その適切な執行に努める。 
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小項目 13 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 社会的責任 

コンプライアンスについて、法令はもとより社会的規範を遵守することにより、県民からの信頼を確保する。 

情報管理、情報公開については、業務を通じて収集した個人情報、新技術や新製品の開発データ等の管理を適切に行う。併せて、県民に開かれた公設試験研究機関として、適切に情報公開を行うこ
とにより、公正で透明性の高い業務運営を図る。 

また、全ての事業活動を通じて、カーボンニュートラルや環境保全等に取り組み、ＳＤＧｓの実現に貢献する。 

さらに、利用者が安全に利用できる環境の整備を図るとともに、職員が安心して働けるように安全衛生に配慮した職場環境の改善に努める。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第９ その他業務運営に関する重

要事項の目標を達成するためとる
べき措置 

１ 社会的責任 

(1) コンプライアンス 

法令・社会的規範等の遵守や高
い倫理性をもった業務活動を徹底

するため、理事長のリーダーシッ
プの下、不正防止策、コンプライ
アンス研修・啓発活動を改善、強

化していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報管理、情報公開 

情報セキュリティに関する研修
を定期的に実施し、職員の情報管

第９ その他業務運営に関する

重要事項の目標を達成するため
とるべき措置 

１ 社会的責任 

(1) コンプライアンス 

・ コンプライアンスに係る教育
及び啓発活動の年次計画を作成

し、年次計画に基づいて研修及
び啓発活動を効果的に実施す
る。 

 

 

 

 

 

・ 不正通報窓口、ハラスメント

に係る相談窓口において、職員
等からの相談に適切に対応す
る。 

・ 文部科学省をはじめとした国
の競争的資金に係るガイドライ
ンを遵守する。 

・ 特に研究活動については、研
究活動に関わる職員に対し、研
究倫理講習を実施し、その効果

測定を実施する。 

・ 法規範、所内規範、倫理規範
について内容の変更や廃止の有

無、新たに適用されうる規範に
ついて適宜調査するとともに、
対応の要否を検討し、必要な対

応の実施とプロセスを記録す
る。 

 

(2) 情報管理、情報公開 

・ 県民や利用者の信頼を確保す
るため、公正で透明性の高い業

第９ その他業務運営に関する重要事項

の目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 社会的責任 

(1) コンプライアンス 

・「コンプライアンス教育・啓発活動の
実施計画」に基づき、関係部署が連携

し、法規範、所内規範、倫理規範や不
正防止についての教育研修及び啓発活
動を実施した。 

・職員のコンプライアンスに対する意識
の浸透を図るとともに、不正を起こさ
せない組織風土の形成につなげるた

め、新たに「コンプライアンスに関す
る意識基本調査」を実施した。 

・ハラスメント等の所内及び外部相談窓

口を改めて周知し、職員からのハラス
メント事案に対する相談（令和５年度
３件）に適切に対応した。 

・国の競争的資金に係るガイドラインを
遵守し、計画どおり内部監査等を実施
した。 

・研究活動について、計画どおり適切に
研究倫理講習等を行った。 

  

 

・法規範等については、利益相反事案に
対して、より適切に対応するため、利益

相反管理規程を改正するなど、適切に実
施した。 

 

 

 

 

(2) 情報管理、情報公開 

・ホームページ上で規程集を随時公開す
るなど、公正で透明性の高い業務運営

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1) コンプライアンス 

「コンプライアンス教育・啓発活動
実施計画」に基づき、関係部署が連携

し、不正防止についての研修等を計画
どおり実施するとともに、新たに「コ
ンプライアンスに関する意識基本調

査」を実施することで、年間を通じて
コンプライアンスの意識醸成を図って
いることを評価する。 

ハラスメントの所内及び外部相談窓
口を適宜周知し、職員からの相談に適
切に対応し、ハラスメント事案の解決

及び防止に努めたことを評価する。 

利益相反管理規程の改正を行うな
ど、適切に法規範等の運用を図ってい

ることを評価する。 

 

(2) 情報管理、情報公開 

適切にホームページ上で情報公開を
実施したことを評価する。また、個人
情報保護法改正に伴い、規程類を策定

するなど、公正で透明性の高い情報管
理に努めたことを評価する。 

情報管理について、リモートワーク

導入に向けて、必要な規程類を整備す
るなど、適切な情報管理手法の見直し
を進めていることを評価する。 

 

(3) 環境保全 

化学物質、高圧ガスの管理や有害物

質等の測定を適切に実施するととも
に、環境安全管理協議会を開催し、海
老名本部における環境汚染未然防止状

A 

 

A 

 
 不正防止についての研修等を

計画どおり実施するとともに、

新たに意識調査を実施すること

で、意識醸成を図っている。 

 また、個人情報保護法改正に

伴い、規程類を策定するなど、

公正で透明性の高い情報管理に

努めており、年度計画に記載さ

れた事項を計画どおり実施して

いる。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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理に関するリテラシー向上に努め
る。業務を通じて収集した個人情

報、新技術や新製品の開発データ
等の管理を徹底する。さらに、情
報の重要度に応じた適切な情報管

理を行っていく。 

また、県民や利用者の信頼を確
保するため、公正で透明性の高い

業務運営を行い、適切な情報公開
に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 環境保全 

全ての事業活動において、ＳＤ
Ｇｓの実現に貢献するため、省エ
ネルギーや資源のリサイクルなど

に努めるとともに、業務のペーパ
レス化等に取り組み、カーボンニ
ュートラルにつながる活動を推進

する。また、化学物質等による環
境汚染等を未然に防止するため、
自己監視測定等を定期的に実施す

るなど、環境保全に配慮した活動
を徹底する。 

 

 

 

 

 

 

(4) 安全衛生 

安全衛生委員会において、職員
や利用者に安全かつ良好な環境を
提供するため、設備・環境の改善

など、必要な取組を企画・実施
し、労働災害の防止と職員の健康
増進に努める。 

 

務運営を行い、適切な情報公開
に努める。 

 

 

 

・ 事業内容や運営状況を適切に
公開できるように、ホームペー
ジの画面構成や内容を適宜見直

し、更新していく。 

 

 

 

 

・  リモートワーク導入に向け

て、所内で共有する情報のリス
ク評価等、情報の整理を実施し
た上で、共有手段や情報管理手

法の見直しを実施する。 

・ 保有する情報資産の部ごとの
機密性、完全性、可用性の評価

を明らかにしてリスク評価を行
い、機密性と完全性、可用性と
のバランスを考慮した情報管理

を実施する。 

 

(3) 環境保全 

・ 海老名市及び周辺地域と締結
している環境安全協定に基づ
き、周辺環境の保全を図るため

に、排水や排ガス中の有害物質
等を測定する自己監視測定を実
施する。 

 

 

・ ＳＤＧｓの実現やカーボンニ

ュートラルにつながる活動とし
て、業務のペーパレス化に取り
組む等、省エネルギーや資源の

リサイクル等に努める。 

 

 

 

 

(4) 安全衛生 

・ 定期的に安全衛生委員会を開
催し、労働環境等の継続的改善
を実施するとともに、労働災害

の防止と職員の健康増進に努め
る。 

・ 安全衛生委員会の意見等を踏

まえ、所内環境改善に向けた整

に努めた。 

・個人情報保護法の改正に伴い、策定が

求められたＫＩＳＴＥＣ独自の規程類
を整備し、適切な個人情報保護制度の
運用に努めた。 

・ホームページの最適化（ＳＥＯ対
策）、ユーザビリティのさらなる向上の
ために、アクセス解析  やアクセシビリ

ティ・セキュリティ診断を外部委託す
るとともに、HP 全体の改善を図るた
め、必要に応じて改善担当者会議を開

催できるよう所内の要領の一部改定を
行い運用の適正化を図った 

・リモートワーク導入に向けて令和４年

度末に新たに制定したＩＴ機器利用基
準やメール運用基準に従い、情報管理
手段の見直しを進めた。 

 

・保有する情報資産のリスクに対応した
情報管理が適切に行えるよう、情報セ

キュリティ要件をまとめ、令和４年度
末に制定したＩＴ基盤機器導入運用基
準の運用を開始した。 

 

 

(3) 環境保全 

・海老名市及び周辺地域と締結している
環境安全協定に基づき、化学物質、高
圧ガス等の自主管理、排水、排ガス中

の有害物質等の測定（大気環境測定年
６回等）を定期的に実施するととも
に、同協定に基づき、環境安全管理協

議会を開催し、海老名本部における環
境汚染未然防止状況等を報告した。 

・モバイルパソコン導入等により業務の

ペーパレス化に取り組んだほか、資源
リサイクル等に努めた。 

・全館の空調機の冷暖房運転にあたり温

湿度のこまめな調整を行うとともに、
照明のスイッチ設定の見直しにより最
低限の照度にするなどの節電対策を講

じた。 

 

 (4) 安全衛生 

・安全衛生委員会を毎月１回開催すると
ともに、所内安全点検を年２回実施
し、労働環境改善のための是正措置を

行った。 

 

・安全衛生委員会による所内安全点検で

の指摘事項について、関係部署に是正

況等を報告したことを評価する。 

ＳＤＧｓの実現やカーボンニュート

ラルにつなげるため、ペーパレス化や
資源リサイクルなどの取組を行ったこ
とを評価する。 

全館の空調機の冷暖房運転にあたり
温湿度のこまめな調整により効果を上
げるとともに、照明のスイッチ設定の

見直しにより最低限の照度を確保しな
がら節電効果を高めることができたこ
とを評価する。 

 

(4) 安全衛生 

安全衛生委員会を毎月開催するとと

もに、所内安全点検を年２回実施し、
労働環境改善のための是正措置を行っ
たことを評価する。また、安全衛生委

員会による所内安全点検での指摘事項
について、関係部署に是正措置結果の
報告を求め、安全衛生委員会で改善状

況を確認したことを評価する。 

「心の健康づくり計画」に基づき、
メンタルヘルスケアに関する研修を実

施し、職員のメンタルヘルスケアに関
する理解増進に努めたことを評価す
る。 

ストレスチェックの部単位の分析結
果から、各部署においてその状況に応
じた対策を講ずるなど職場環境改善に

向けて取り組んだことを評価する。 

 

【課題】 

(1) コンプライアンス 

コンプライアンスの意識醸成を常
に図るために、教育研修や啓発活動

を継続して実施するとともに、その
内容についても随時見直していく必
要がある。 

 

(2) 情報管理、情報公開 

ホームページの最適化（ＳＥＯ対

策）、ユーザビリティ向上が課題であ
り、令和５年度に外部委託した解析
結果をもとに改善に向けた検討会議

を設置するなど、改善に向けた活動
を推進する必要がある。 

 

(3) 環境保全 

今後も着実に省エネ等の取組を継続
する必要がある。 
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 備を実施する。 

 

・ 「心の健康づくり計画」に基
づき、職員の心の健康づくり、
活気のある職場づくりに取り組

む。 

措置結果の報告を求め、安全衛生委員
会で改善状況を確認した。 

・「心の健康づくり計画」に基づき、全
職員向け研修「ストレスチェックを活
かしたセルフケア入門編」を実施する

など、職員の心の健康づくり及び活気
ある職場づくりに取り組んだ。 

・ストレスチェックの結果を受けた職場

環境改善を確実に実施するため、各部
署に対し、改善のヒント集を配布する
とともに、各部署での実施内容をフィ

ードバックする取組を実施した。 

(4) 安全衛生 

巡回点検や安全衛生委員会におい

て課題抽出した所内横断的な課題に
ついて、効果的かつ着実な課題解決
を実施していく必要がある。 

メンタルヘルスケアについて、一
般職員向けの研修だけでなく、管理
監督者向けの研修をも実施し、メン

タルヘルスに関する更なる意識の醸
成に努める必要がある。 

ストレスチェックの結果に基づき

実施した対策の効果を検証し、継続
して働きやすい職場環境の整備に努
める必要がある。 

 

 

  



32 

小項目 14 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

（略） 

２ 施設等の有効活用 

施設整備や修繕について、中長期的な計画を策定のうえ取り組むとともに、適切な維持管理を行うことにより、良好な状態を維持し、施設の長寿命化を図る。 

また、中小企業等のニーズの変化に柔軟に対応した機器整備を行うことにより、試験計測や技術開発などのサービス向上を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第９ その他業務運営に関する重

要事項の目標を達成するためとる
べき措置 

（略） 

２ 施設等の有効活用 

(1) 施設の適切な維持管理  

施設の点検を定期的に実施し、

適切な維持管理を行うとともに、
長寿命化に向け、第一期中期計画
期間に作成した中期修繕実施計画

（10 年計画）に基づいて、計画的
な施設の整備に努める。また、第
二期中期計画期間の後半に、中期

修繕実施計画の見直しを行い、第
三期中期計画期間以降の次期中期
修繕実施計画（10 年計画）を作成

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 機器整備によるサービスの向
上 

中小企業等のニーズの変化に柔
軟に対応した機器整備を行い、試
験計測メニューの充実を図る等、

サービスの向上に努める。 

 

 

第９ その他業務運営に関する

重要事項の目標を達成するため
とるべき措置 

（略） 

２  施設等の有効活用 

(1) 施設の適切な維持管理  

・ 「神奈川県立産業技術総合研

究所修繕実施計画」に従って、
施設の老朽化に対応し、長寿命
化を積極的に推進する。 

・ 随時職員から施設不具合や改
善提案を収集し、老朽化の修繕
や新型コロナウイルス感染症対

策等を含めた施設内の改善を立
案・実施する。 

・ 施設を活用し、近隣小学校に

学習の場所を提供する等地域共
生・貢献を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  機器整備によるサービスの
向上 

・ 補助金等を活用し、最新の設
備機器を整備する。 

・  設備機器等の導入について

は、利用実績等に基づいた機器
整備計画を継続的に修正し、利
用者である中小企業等のニーズ

第９ その他業務運営に関する重要事項

の目標を達成するためとるべき措置 

（略） 

 

２  施設等の有効活用 

(1) 施設の適切な維持管理  

・「神奈川県立産業技術総合研究所修繕

実施計画」に従って、恒温恒湿室用空
冷式チラーの更新や排ガス処理設備の
更新等を実施した。 

・職員等からの改善提案を受け、消防設
備の改善や汚水槽内修理、入退出シス
テムの更新等を実施した。 

 

 

・隣接する小学校との地域交流事業とし

て、正面ロータリーの花壇に、２学年
児童 181名が花の植栽を行った。 

・社会福祉法人に建物敷地内やその周辺

の除草作業及び正面ロータリー付近の
手入れ作業を委託したほか、所内での
パン・菓子類販売の機会を毎月２回提

供し、地域共生・貢献を推進した。 

・地域の青少年の健全育成に貢献するた
め、近隣小学校のグランドや体育館を

試合等で使用する団体に対して、休所
日に駐車場を貸し出した。 

 

 

(2)  機器整備によるサービスの向上 

 

・機器整備計画に基づき、ＪＫＡ「公設
工業試験研究所等における機械設備拡
充補助事業」を活用してガス・水蒸気

透過度測定装置や金属顕微鏡及び画像
処理システムを導入するとともに、県
交付金により高出力高精細Ｘ線ＣＴ装

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1) 施設の適切な維持管理 

大規模修繕工事等を計画的に実施

し、適切に維持管理したことを評価す
る。 

隣接する小学校との地域交流事業を

着実に実施したことを評価する。また
社会福祉法人を通じて障害者の就労の
場を提供するなど、地域共生・貢献を

推進したことを評価する。さらに近隣
小学校の施設を使用した団体へ駐車場
を貸し出すことにより地域貢献を行っ

ていることを評価する。 

 

(2) 機器整備 

中小企業のニーズに対応した設備機
器を導入するなど、サービスの向上に
取り組んできたことを評価する。 

 

【課題】 

(1) 施設の適切な維持管理 

海老名本部の施設老朽化に伴う維持
管理費等の増加が見込まれるため、修
繕計画を見直しながら適切に修繕を行

う必要がある。 

 

(2) 機器整備 

整備計画等を踏まえ、適切な機器整
備に継続して取り組み、サービス向上
を図る。 

A 

 

A 

 

 修繕実施計画に基づき、大規

模修繕工事等を着実に実施して

いるほか、外部資金を活用し

て、中小企業のニーズに対応し

た設備機器を導入するなど、年

度計画に記載された事項を計画

どおり実施している。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 



33 

や費用対効果の高い機器等を優
先的に整備するとともに、県の

政策課題への対応に必要な機器
等を整備する。 

・ 老朽化した設備機器について

は、整備計画を踏まえた更新・
廃棄を検討・実施し、適切な機
器等の整備に努める。 

・ 信頼性の高い試験データを提
供するため、機器等の精度を保
持する保守・校正点検等につい

て、必要な費用を積算し、着実
に実施する。 

置を導入した（再掲）ほか、事業収入
により摩擦摩耗試験機、高圧示差走査

熱量計を導入した。また、事業収入の
状況や企業ニーズにより、機器整備計
画を継続的に修正した。 

・機器整備計画を踏まえ、老朽化した機
器設備を適切に廃棄した。 

 

・保守・校正点検等を着実に実施した。
また、保守等の費用を積算し、新規機
器等について対応した。 
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小項目 15 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

（略） 

３ 広報の強化 

サービス内容や研究成果等を積極的に広報することにより、認知度の向上、利用者の拡大や研究成果等の普及等を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第９ その他業務運営に関する重
要事項の目標を達成するためとる

べき措置 

（略） 

３ 広報の強化 

ホームページやメールマガジ
ン、展示会、新聞発表、YouTube

等による動画配信など広報ツール

を積極的に活用し、特徴ある保有
設備の仕様や技術支援事例を積極
的に公開する。また、利用者への

技術情報提供を継続的に実施する
ことで、研究成果の普及や、事業
紹介、所有機器等の利用拡大を推

進する。さらに、社会の変化に応
じて新たな広報ツールを活用する
など、認知度向上に努める。 

特に、ホームページの活用にお
いては、ＳＥＯ対策（ホームペー
ジを最適化し、検索順位を上げる

取組）を実施し、広報の有効性向
上を図る。 

 

第９ その他業務運営に関する
重要事項の目標を達成するため

とるべき措置 

（略） 

３ 広報の強化 

・ ＳＮＳ（ＹｏｕＴｕｂｅ等）
を含むＷｅｂによる情報発信を
通して、施設・機器紹介や成果

発表、各種イベント、フォーラ
ム・セミナー等の情報をタイム
リーに紹介すると共に、成果発

表やフォーラム・セミナー等に
ついては、一定規模の対面形式
とオンライン形式を併せたハイ

ブリッド開催とするなど複数の
広報ツールを用いて情報発信を
行う。 

・ 令和４年度において、低階層
化やスマートフォン対応などユ
ーザビリティ向上のため、リニ

ューアルした公式ホームページ
を軸に、メールマガジンやＹｏ
ｕＴｕｂｅ等の広報ツールとも

連動させた広報により、さらに
広報活動の有効性を向上させ
る。 

第９ その他業務運営に関する重要事項
の目標を達成するためとるべき措置 

（略） 

 

３ 広報の強化 

・ホームページを軸に、オンラインによ
る情報配信（ＹｏｕＴｕｂｅ動画配信
９件等）、メールマガジン配信（計 39

回、延べ 365 千件に配信）等にて広報
を行った。また、記者発表や広報誌
「ＫＩＳＴＥＣ ＮＥＷＳ」にて適切に

情報発信を行った。 

・技術フォーラムにおいて、対面・ハイ
ブリッド・オンラインなど多角的に活

用することや関係機関との連携などに
より、中小企業等への技術提供を効果
的に行った。 

・「Innovation Hub」（技術フォーラム
計 17 件、参加者延べ 1,066 名）では、
脱炭素をメイントピックとして、研究

成果の報告や研究者・技術者等の交流
の場の提供（交流会２回開催、参加者
計 100 名）を実施した。（再掲） 

・施設公開を実施するとともに、展示会
（ＣＥＡＴＥＣ、国際ロボット展、産
業交流展、テクニカルショウヨコハマ

等）に出展した。 

・神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会の参画企業を
対象としたカスタマイズ見学会、ＫＩ

Ｐと連携した自動車部品サプライヤー
フォーラム、技術コーディネートなど
を実施した。 

 

 

 

【実績に対する評価】 

施設公開や技術フォーラム等の対面

実施の機会を増やし、さらにオンライ
ンによる情報発信を強化した。また、
関係機関との連携や、オンラインによ

る情報発信を活用するなど、集客や県
内外参加者を幅広く取り込めるといっ
た観点で積極的に広報活動を実施でき

た。 

 

【課題】 

技術フォーラム等の参加者のさらな
る満足度向上を図るため、オンライン
開催時のオペレーションや対面開催時

の収容人数等を改善するなど、社会ニ
ーズに応えた情報発信を継続してい
く  。 

また、実績が低調な技術支援につい
て、令和５年度から開始した神奈川Ｒ
＆Ｄ推進協議会のメンバー企業を対象

にした個別の要望に対応したカスタマ
イズ見学会（令和５年度６社、計 16

回、延べ参加者約 50 名）を継続的に

企画・実施していく。 

独法化当時に作製した事業紹介動画
のコンテンツが陳腐化してきたため、

第３期に向けて動画の刷新（更新）を
図る必要がある。 

A 

 

 

A 

 
 オンラインや広報誌などの複

数の広報ツールを用いた情報発

信を着実に実施しているほか、

技術フォーラムにおいて、対

面・ハイブリッド・オンライン

など多角的に活用することや関

係機関との連携などにより、中

小企業等への技術提供を効果的

に行っており、年度計画に記載

された事項を計画どおり実施し

ている。 

 一方で、法人の特筆すべき取

組（再生毛髪の大量調製革新技

術開発等）は、非常に重要な実

績であるため、知名度向上に向

けた広報の強化に期待する。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 

 


